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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等
 

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期

決算年月 平成22年２月 平成23年２月 平成24年２月 平成25年２月 平成26年２月

売上高 (百万円) 293,511 304,730 327,267 343,613 365,200

経常利益 (百万円) 12,277 15,012 19,160 22,696 21,865

当期純利益 (百万円) 5,180 8,999 11,426 12,630 12,820

包括利益 (百万円) － － 11,400 12,644 12,832

純資産額 (百万円) 74,570 82,755 93,205 103,948 114,809

総資産額 (百万円) 124,888 136,243 154,369 164,783 182,272

１株当たり純資産額 (円) 1,177.71 1,306.99 1,472.03 1,641.72 1,813.29

１株当たり当期純利益金額 (円) 81.82 142.14 180.46 199.47 202.48

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 59.7 60.7 60.4 63.1 63.0

自己資本利益率 (％) 7.2 11.4 13.0 12.8 11.7

株価収益率 (倍) 26.29 13.81 12.22 15.29 19.36

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) 5,505 17,796 19,179 13,282 17,243

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △7,195 △14,463 △13,875 △13,177 △16,331

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △834 △848 △932 △2,033 △2,035

現金及び現金同等物の期末

残高
(百万円) 21,700 24,185 28,556 26,627 25,504

従業員数
(人)

3,924 4,047 3,709 3,898 4,025

(外、平均臨時雇用者数) (4,689) (4,319) (4,904) (5,184) (5,499)

(注) １．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等
 

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期

決算年月 平成22年２月 平成23年２月 平成24年２月 平成25年２月 平成26年２月

売上高 (百万円) 22,753 19,191 28,129 30,646 36,609

経常利益 (百万円) 9,971 3,588 9,992 14,233 16,401

当期純利益 (百万円) 4,120 6,184 9,548 11,564 18,876

資本金 (百万円) 15,434 15,434 15,434 15,434 15,434

発行済株式総数 (株) 63,330,838 63,330,838 63,330,838 63,330,838 63,330,838

純資産額 (百万円) 69,890 75,320 83,917 93,591 110,520

総資産額 (百万円) 116,539 115,516 134,943 139,541 168,180

１株当たり純資産額 (円) 1,103.80 1,189.57 1,325.36 1,478.16 1,745.55

１株当たり配当額

(円)

12.00 14.00 25.00 27.00 40.00

(うち１株当たり中間配当

額)
(6.00) (6.00) (7.00) (12.00) (16.00)

１株当たり当期純利益金額 (円) 65.08 97.67 150.81 182.64 298.14

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 60.0 65.2 62.2 67.1 65.7

自己資本利益率 (％) 6.0 8.5 12.0 13.0 18.5

株価収益率 (倍) 33.1 20.1 14.6 16.7 13.1

配当性向 (％) 18.4 14.3 16.6 14.8 13.4

従業員数
(人)

165 262 264 254 44

(外、平均臨時雇用者数) (5) (20) (30) (33) (8)

(注) １．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第30期の１株当たり配当額は創業35周年記念配当５円を含んでおります。
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２【沿革】

年月 事項

昭和57年３月 医薬品、健康食品、化粧品、日用品の販売及び処方箋調剤等のサービスの提供を目的とする薬局とし

て、株式会社スギ薬局（資本金10百万円）を設立。

昭和57年３月 愛知県西尾市下町神明下13番地２にスギ薬局下町店（１号店）を開設。

平成９年１月 本社機能の充実のため、本社を新幹線三河安城駅前、愛知県安城市二本木町二ツ池33番地５に移転。

平成12年６月 大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場に株式を上場。（平成15年３月14日に上場廃止）

平成13年８月 東京証券取引所市場第一部・名古屋証券取引所市場第一部に同時上場。

平成16年10月 株式会社ジャパン（東証・大証第２部）と包括的な業務提携に関する基本合意書を締結。（平成19年２

月23日に上場廃止）

平成17年７月 愛知県春日井市にスギ薬局ロジスティクスセンター（略称：SLC中部）が本稼動開始。

平成17年11月 本社機能の充実のため、本社を愛知県安城市三河安城町一丁目８番地４に移転。

平成17年12月 株式会社ジャパンの株式を50.1%取得し、連結子会社化。

平成19年３月 株式会社ジャパンを株式交換により完全子会社化。

平成19年９月 飯塚薬品株式会社（平成20年２月29日に全株式を売却）を子会社化。

平成20年２月 飯塚薬品株式会社を完全子会社化。

平成20年９月 株式会社スギ薬局をスギホールディングス株式会社に商号変更。また、新設分割により持株会社体制に

移行し株式会社スギ薬局、スギメディカル株式会社を新設。

平成20年11月 スギ訪問看護ステーション林寺（大阪市阿倍野区）を開設し、訪問看護事業を開始。

平成20年12月 スギメディカル株式会社の100％子会社としてスギメディカルリサーチ株式会社、スギメディカルサ

ポート株式会社、スギ生物科学研究所株式会社を新設。

富士バイオメディックス株式会社より臨床ＣＲＯ事業をスギメディカルリサーチ株式会社が事業譲受。

富士クリニカルサポート株式会社よりＳＭＯ事業をスギメディカルサポート株式会社が事業譲受。

平成21年２月 富士バイオメディックス株式会社より非臨床事業をスギ生物科学研究所株式会社が事業譲受。

平成21年３月 スギメディカル株式会社は、ガン領域に特化した臨床ＣＲＯ事業を行うテムリックＣＲＯ株式会社の株

式を取得し子会社化。

平成21年６月 当社子会社のスギメディカルリサーチ株式会社がテムリックＣＲＯ株式会社を吸収合併。

障害者を雇用し、グループ内の各種業務を受託するスギスマイル株式会社を新設。

平成21年７月 スギスマイル株式会社が「障害者の雇用促進等に関する法律」に基づく特例子会社認定を取得。

平成23年２月 関東エリアにおける事業拡大の加速化を目的に株式会社スギ薬局と飯塚薬品株式会社を合併。

平成23年５月 スギメディカル株式会社が保有するスギメディカルリサーチ株式会社、スギメディカルサポート株式会

社、スギ生物科学研究所株式会社の株式をシミック株式会社へ譲渡。

平成25年３月 株式会社ジャパンの小売販売事業を「商勢圏内市場シェア拡大」と既存店舗の再編・整備の加速による

「事業拡大の加速化」を目的に株式会社スギ薬局へ吸収分割。

当社が株式会社ジャパンを吸収合併。
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３【事業の内容】

当社グループは、当社（スギホールディングス株式会社）及び子会社４社により構成されており、ファーマシー事

業、ドラッグ事業の経営を主たる業務としております。

なお、当社は、有価証券の取引等の規制に関する内閣府令第49条第２項に規定する特定上場会社等に該当しており、

これによりインサイダー取引規制の重要事実の軽微基準については連結ベースの数値に基づいて判断することとなりま

す。

当社グループの事業内容及び当社と連結子会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

事業内容 会社名 摘要

ファーマシー事業
株式会社スギ薬局

スギメディカル株式会社

医薬品・健康食品・化粧品・日用品等を販売するととも

に、処方箋調剤や地域の医療関係者と連携した在宅医療に

取り組む『地域医療対応型ドラッグストア』の経営を主た

る業務としております。

ドラッグ事業 株式会社スギ薬局

日用雑貨・食品を中心として、医薬品・健康食品・化粧品

等を販売するドラッグストアの経営を主たる業務としてお

ります。

(注) 　特定子会社である株式会社ジャパンは、当社を吸収合併存続会社、株式会社ジャパンを吸収合併消滅会社とす

る吸収合併を行ったことにより、平成25年３月１日付で連結の範囲から除外しております。
また、非連結子会社である有限会社西三河調剤支援センターは、平成25年10月１日付で連結子会社である株式

会社スギ薬局へ吸収合併を行いました。
 

［事業系統図］

当社グループの事業系統図は次のとおりであります。

※　上記のほか、非連結子会社で持分法非適用会社２社があります。
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４【関係会社の状況】

その他の関係会社

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の被所
有割合

（％）
関係内容

㈱スギ商事 愛知県安城市 20 有価証券の保有 28.90 役員の兼任…有

 

連結子会社

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の所有
割合

（％）
関係内容

㈱スギ薬局

(注２、３)
愛知県安城市 50

ファーマシー事業

ドラッグ事業
100.00

経営全般における指導・管
理、店舗の企画開発、店
舗・事務所の賃貸を行って
おります。
役員の兼任…有

スギメディカル㈱
東京都千代田

区
50 ファーマシー事業 100.00

経営全般における指導・管
理、店舗の企画開発、店
舗・事務所の賃貸及び資金
の援助を行っております。
役員の兼任…有

(注) １．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．特定子会社に該当しております。

３．株式会社スギ薬局については、売上高（連結会社相互の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。

主要な損益情報等 (1) 売上高 364,629百万円

 (2) 経常利益 14,495百万円

 (3) 当期純利益 8,778百万円

 (4) 純資産額 7,018百万円

 (5) 総資産額 82,614百万円
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５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成26年２月28日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

ファーマシー事業 3,384 （4,398）

ドラッグ事業 537 （1,072）

全社（共通） 104 （　　29）

合計 4,025 （5,499）

(注) １．従業員数は就業人員であり、（　　）内の臨時雇用者数（１日８時間換算）は年間の平均人員を記載してお

ります。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

 

(2) 提出会社の状況

平成26年２月28日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

44（　　8） 41.6 8.1 7,135,814

 

セグメントの名称 従業員数（人）

全社（共通） 44 （　　8）

(注) １．従業員数は就業人員であり、（　　）内の臨時雇用者数（１日８時間換算）は年間の平均人員を記載してお

ります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ210人減少したのは、機構改革によるものであります。

４．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

 

(3) 労働組合の状況

当社グループには、「ＵＩゼンセン同盟スギ薬局ユニオン」が組織されており、ＵＩゼンセン同盟に属しておりま

す。

なお、労使関係については安定しており、特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度（平成25年３月１日～平成26年２月28日）におけるわが国経済は、各種デフレ脱却及び経済成長施

策を背景に、円安による輸出環境の改善や株価上昇により、緩やかな改善を見せています。消費マインドは好転し、

高額品消費を中心に持ち直しの動きが出てまいりました。

しかしながら、生活関連消費へのお客様の節約意識は依然として高く、消費の基調は低い状況で推移しました。

このような状況の中、ドラッグストア業界においては、規模拡大に向けたＭ＆Ａの活発化や出店競争が激化すると

ともに、当業界のみならずネット販売や異業種・異業態との間においても価格にウェイトを置いた「同一・同質的な

競争」も激化し、競争環境は今までとは異なった様相を呈してまいりました。

このことから業界各社は、規模拡大にアクセルを踏む一方で“差別化”に向け、(１)取扱い商品の拡大や自社開発

商品の拡充、(２)新たなサービス分野への進出、(３)新規業態開発への取り組みと多様な業態展開による業態ポート

フォリオづくり、(４)規模拡大・店舗数増加に対応できる経営インフラの構築とＩＴ技術を使った販売促進システム

導入、(５)収益力維持・強化のための業務見直し整備による「ローコスト化」への取り組み等に注力してまいりまし

た。

当社グループにおきましても、この大きな変化、業界動向を踏まえ、“今まで”にとらわれることなくゼロベース

視点から個々の店舗の「品揃えと売場の思い切った改革」に“商販一体”となって取り組んでまいりました。店舗ご

とに地域の市場ニーズ、競争環境を把握し、単なる売上拡大の為の食品導入や取扱い商品の種類を増やすのではな

く、地域のニーズとその地域における自社の役割を踏まえたキメ細かな商品展開、販売施策を講じてまいりました。

また、100％子会社である「株式会社スギ薬局」と「株式会社ジャパン」の経営統合により、スギ薬局とジャパン

双方の業態深耕に努めるとともに、中長期視点から業態と店舗のポートフォリオ構築を目的として、店舗の出店・改

装・閉店、そして、業態転換を積極的に推し進めてまいりました。

これにより、当期は、68店舗の新規出店、24店舗の閉店を実施し、当連結会計年度末におけるグループ店舗数は

915店舗（前期末比 44店舗増）になりました。

更に、“現場・現実・現物”の変革を早期に実現し、次代においても健全成長するための経営基盤構築に向け、

(1)一昨年導入した地域別分権化組織の「運営体制の強化」

(2)部門別管理会計システム導入による「利益責任の明確化」

(3)店舗運営コストのより詳細な“見える化”による「ローコスト化の推進」

(4)組織と人事体系、制度見直しによる「組織運営体制の整備」

(5)経営者意識を持って事業・店舗を進化・拡大させていく「次代の経営幹部人材育成」

に注力してまいりました。

以上の結果、売上高は 3,652億円（前年同期比 6.3％増、215億87百万円増）、営業利益は 201億３百万円（同

9.1％増、16億81百万円増）となりました。経常利益は、営業外収益として有価証券評価益を計上したものの、当該

評価益が前期よりも縮小したことにより、 218億65百万円（同 3.7％減、８億30百万円減）となり、当期純利益は

128億20百万円（同 1.5％増、１億90百万円増）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

① ファーマシー事業

ファーマシー事業は、調剤併設型ドラッグストアとして、医療機関の誘致や在宅医療における施設連携を強化す

るとともに、お客様・患者様のニーズ、そして、今日的な時代性に適合するため、調剤室の改装及び調剤待ち合い

環境の改善に取り組んでまいりました。

また、地域の「美・健康・快適生活の総合サポート」をコンセプトとし、より地域密着した品揃えとサービスの

拡充を行った新業態店舗の開発導入を行うとともに、薬剤師やビューティアドバイザーが、従来にも増して、お客

様・患者様の立場・視点から専門性をより発揮できるよう、店舗環境と店舗運営体制づくり、そして、よりお客様

に満足していただけるよう、実務に重きを置いた教育に取り組んでまいりました。

更に、店舗業務の基本の徹底、商品と売場の管理レベルアップに注力して品揃え品質を高めるとともに、店舗照

明をＬＥＤ照明へ切り替える等の店舗設備の省エネ化を推進し、店舗の営業力と収益力向上に向けてキメ細かな対

応を行ってまいりました。

店舗の出退店については、63店舗の新規出店、17店舗の閉店を実施するとともに、既存店強化策として 111店舗

の改装と９店舗のドラッグ事業への転換を行ってまいりました。そして、業態劣化・店舗老朽化をしないように店

舗のスクラップ＆ビルドを推し進め、店舗の時代適合性を高めてまいりました。

これにより、当連結会計年度末における店舗数は 755店舗（前期末比 37店舗増）となりました。

以上の結果、売上高は 2,891億91百万円（前年同期比 7.2％増、195億34百万円増）、売上総利益は 851億62百

万円（同 8.8％増、68億79百万円増）、販売費及び一般管理費は 668億96百万円（同 8.4％増、51億72百万円

増）、営業利益は 182億66百万円（同 10.3％増、17億７百万円増）となりました。

② ドラッグ事業
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ドラッグ事業は、単なる価格訴求一辺倒でなく、「お客様にとって“選びやすい・買いやすい”売場づくり」、

「お客様の生活ニーズに商品を結びつけた提案」をすることで、店舗で、「お客様に気づいていただき、商品購入

動機を起こしていただける商品紹介・演出を行う“場”の拡充」に取り組んでまいりました。

また、平成26年１月、進化させたジャパン業態の第一号店を中部地区に出店し、同じエリア内におけるスギ薬局

とジャパンの両業態ミックスによる店舗展開をスタートさせ、更なる地域ドミナント形成・地域シェア向上に向け

て一歩を踏み出しました。

店舗の出退店については、５店舗の新規出店、７店舗の閉店を実施するとともに、既存店強化策として８店舗の

改装と商勢圏内のシェア向上を目的にファーマシー事業から９店舗の転換を行いました。

これにより、当連結会計年度末における店舗数は 160店舗（前期末比 ７店舗増）となりました。

以上の結果、売上高は 760億８百万円（前年同期比 2.8％増、20億51百万円増）、売上総利益は 156億64百万円

（同 1.3％増、１億97百万円増）、販売費及び一般管理費は 127億75百万円（同 4.0％増、４億94百万円増）、営

業利益は 28億89百万円（同 9.3％減、２億97百万円減）となりました。

(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、11億23百万円減少し、255億４百万

円（前年同期比 4.2％減）となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、172億43百万円（同 29.8％増、39億61百万円増）となりました。これは主に税

金等調整前当期純利益が 211億87百万円となり、減価償却費が 49億94百万円、仕入債務の増加額が 34億43百万円

あった一方で、たな卸資産の増加額が 40億12百万円、法人税等の支払額が 77億18百万円あったこと等によるもの

であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、163億31百万円（同 23.9％増、31億54百万円増）となりました。これは主に定

期預金の払戻による収入が 530億円、有価証券の償還による収入が 300億円あった一方で、定期預金の預入による

支出が 570億円、有価証券の取得による支出が 340億円、新規出店等の有形固定資産の取得による支出が 66億13

百万円あったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、20億35百万円（同 0.1％増、２百万円増）となりました。これは主に配当金の

支払が 19億61百万円あったこと等によるものであります。
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２【仕入実績及び販売の状況】

(1) 商品仕入実績

　当連結会計年度の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

前年同期比（％）

ファーマシー事業（百万円） 207,295 107.0

ドラッグ事業（百万円） 60,496 103.2

合計（百万円） 267,792 106.1

(注) １．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

前年同期比（％）

ファーマシー事業（百万円） 289,191 107.2

ドラッグ事業（百万円） 76,008 102.8

合計（百万円） 365,200 106.3

(注) １．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

(1) 当社グループの現状の認識について

世界に類を見ないスピードで進む高齢化や、医薬分業の更なる進展など、当社グループを取り巻く環境は、大き

な変化が予想されておりますが、これは、当社グループがより一層飛躍するための機会到来と考えております。

しかしながら、既述のとおり、同業及び異業種・異業態との「同一・同質的な競争」も今後激化していくことが確

実視されることから、経営環境は従来とは異なる様相を呈しながら厳しくなることが必至であります。

このような認識のもと、当社グループは、今日まで築き上げたお客様からの信頼、多様な店舗群と多数の店舗、

厚い財務基盤といった内部資源を使い、外部環境変化の方向を見据えながら、果敢に質的転換・変革を行う前方傾

斜型の積極的経営を引き続き推進してまいります。

 

(2) 当面の対処すべき課題の対処方針

具体的には、以下を実現することにより、差別的優位性あるグループ事業体を構築してまいります。

①　平成26年３月１日から本格稼働の「マーチャンダイジング・サイクル・システム」を駆使した個々の店舗ご

との「品揃え・棚割の最適化」、「単品管理による商品改廃のスピードアップ」、「棚割単位での陳列商品評

価」

②　自社開発商品の商品カテゴリーにおける開発商品のポジション再設定及びリニューアルによる当社グループ

の「顔となる商品」・「幹となる商品」の開発・育成

③　組織・部門別の業績管理を行う「管理会計システム」をベースとした予算制度による業務計画と数値計画を

統合・一体化させた利益コントロール

④　当該予算制度に基づく分権化組織運営を通じた次代を担う経営者人材の育成

⑤　営業組織と店舗開発組織が一体となった新規出店店舗の評価・選定

⑥　中長期の店舗ポートフォリオ構築に向けたスギ薬局・ジャパン双方の新業態開発及び積極的な既存店舗のス

クラップ＆ビルド・改装・業態転換

⑦　中長期視点による物流システムの再創出

 

(3) 具体的な取組状況等

当連結会計年度（平成25年３月１日～平成26年２月28日）においては、“今まで”にとらわれることなくゼロ

ベース視点から個々の店舗の「品揃えと売場の思い切った改革」に“商販一体”となって取り組んでまいりまし

た。店舗ごとに地域の市場ニーズ、競争環境を把握し、単なる売上拡大の為の食品導入や取扱い商品の種類を増や

すのではなく、地域のニーズとその地域における自社の役割を踏まえたキメ細かな商品展開、販売施策を講じてま

いりました。

また、100％子会社である「株式会社スギ薬局」と「株式会社ジャパン」の経営統合により、スギ薬局とジャパン

双方の業態深耕に努めるとともに、中長期視点から業態と店舗のポートフォリオ構築を目的として、店舗の出店・

改装・閉店、そして、業態転換を積極的に推し進めてまいりました。

更に、“現場・現実・現物”の変革を早期に実現し、次代においても健全成長するための経営基盤構築に向け、

(1)一昨年導入した地域別分権化組織の「運営体制の強化」

(2)部門別管理会計システム導入による「利益責任の明確化」

(3)店舗運営コストのより詳細な“見える化”による「ローコスト化の推進」

(4)組織と人事体系、制度見直しによる「組織運営体制の整備」

(5)経営者意識を持って事業・店舗を進化・拡大させていく「次代の経営幹部人材育成」

に注力してまいりました。
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４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項については、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

 

(1) 法的規制等について

①　「薬事法」等による規制について

当社グループは、「薬事法」上の医薬品等を販売するに当たり、各都道府県の許可・登録・指定・免許及び届出

を必要としております。また、食品、酒類等の販売については、食品衛生法等それぞれ関係法令に基づき、所轄官

公庁の許可・免許・登録等を必要としております。その主なものは、以下のとおりであります。

従って、これら法令の改正等により店舗の営業等に影響を及ぼすことがあります。

許可、登録、指定、免許、届出の別 有効期限 関連する法令 登録等の交付者

医薬品販売業許可 ６年 薬事法 各都道府県知事又は所轄保健所長

薬局開設許可 ６年 薬事法 各都道府県知事又は所轄保健所長

保険薬局指定 ６年 健康保険法 各所轄厚生局長

毒物劇物一般販売業登録 ６年 毒物及び劇物取締法 各都道府県知事又は所轄保健所長

麻薬小売業者免許 ２年 麻薬及び向精神薬取締法 各都道府県知事

高度管理医療機器等

販売業及び賃貸業許可
６年 薬事法 各都道府県知事又は所轄保健所長

動物用医薬品一般販売業許可 ６年 薬事法 各都道府県知事

農薬販売業届出 無期限 農薬取締法 各都道府県知事

②　医療制度の改革について

近年、健康保険法の改定のほか、その他の医療制度の改革が実施されており、今後も各種の医療制度改革の実施

が予想されます。その動向によっては、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

③　医薬品の販売規制緩和について

平成21年６月１日より施行された改正薬事法により、一般用医薬品がリスクの程度に応じて３つのグループに分

類され、このうち、リスクの程度が低い２つのグループについては、薬剤師とは異なる新設された登録販売者の資

格を有する者であれば販売が可能となりました。

これにより、リスクの低い２つのグループの一般用医薬品の販売に対し、異業種参入が頻繁となり、競争が激化

しております。

今後とも、一般用医薬品の販売に対し、様々の業種参入が増加するものと予想され、その動向によっては、当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

④　調剤報酬及び薬価基準の改正について

当社グループの調剤売上は、薬剤に係る収入と調剤技術に係る収入から成り立っております。

薬剤に係る収入は、健康保険法に定められた「薬価基準」という公定価格によっております。また、調剤技術に

よる収入も健康保険法により定められた調剤報酬の点数によっております。

今後、薬価基準や調剤報酬の点数等が変更になった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

 

(2) 薬剤師の確保について

地域医療対応型ドラッグストアを目指す当社グループでは、「薬事法」等に定められた必要員数を確保するだけで

なく、適切なカウンセリング及び正確な調剤ができる質の高い薬剤師の確保が不可欠であります。

必要な薬剤師が確保できない場合には、店舗の営業時間や出店計画に重大な影響を及ぼす可能性があります。

 

(3) 調剤過誤の防止

当社グループは薬事研修センター（東京校・名古屋校・大阪校）を開設し、薬剤師の資質向上を図るとともに、調

剤業務に導入した複数鑑査システムの徹底活用を図り、また、調剤業務のバックアップ体制を構築することにより、

調剤過誤の防止に努めております。

しかし、万が一、調剤過誤が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(4) 大規模災害による影響について

現在のところ、当社グループの店舗の多くは近い将来大規模地震の発生により影響を受けると予想される地域で営

業を行っております。

防災対策には、人・物・金・情報の面で万全を期しておりますが、懸念される地震等が発生した場合には、店舗の

営業に支障をきたし業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(5) 個人情報の漏洩防止について

当社グループでは、処方箋やポイント会員の個人情報を扱っており、個人情報の保護については、十分な対策を講

じておりますが、万が一漏洩されることとなった場合には、訴訟を受けたり、社会的な信用を失うこと等により業績

に影響を及ぼす可能性があります。

 

(6) 減損会計の適用について

当社グループは「固定資産の減損に係る会計基準」の適用により、今後においても競合の激化や予期せぬ商圏の変

動などにより店舗の収益性に変化があった場合には、固定資産の減損処理が必要になる場合があります。

その場合特別損失が計上され当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６【研究開発活動】

該当事項はありません。

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。この連結財務諸表の作成に当たりましては、決算日における資産・負債の報告数値、報告期間における収

益・費用の報告数値に影響を与える見積り及び仮定設定を行わなければなりません。これらの見積りについては過去

の実績等を勘案し、合理的に判断しておりますが、実際の結果と異なる場合があります。

当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（1）連

結財務諸表　注記事項（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）」に記載しております。

 

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、積極的な店舗展開により、売上高は 3,652億円（前年同期比 6.3％

増、215億87百万円増）、売上総利益は 1,008億27百万円（同 7.5％増、70億77百万円増）となりました。

販売費及び一般管理費は、給料手当及び賞与 318億68百万円及び賃借料 155億57百万円等により、807億23百万円

（同 7.2％増、53億95百万円増）となりました。この結果、営業利益は 201億３百万円（同 9.1％増、16億81百万円

増）となりました。

営業外収益は、受取賃貸料 12億３百万円、有価証券評価益 ９億12百万円及び固定資産受贈益 ４億53百万円等に

より 30億78百万円（同 44.4％減、24億59百万円減）となりました。営業外費用は、賃貸収入原価９億64百万円等に

より 13億16百万円（同 4.2％増、53百万円増）となりました。この結果、経常利益は 218億65百万円（同 3.7％

減、８億30百万円減）となりました。

特別損失は、減損損失６億78百万円により６億78百万円（同 9.6％増、59百万円増）となりました。

以上の結果、当期純利益は 128億20百万円（同 1.5％増、１億90百万円増）となりました。

 

EDINET提出書類

スギホールディングス株式会社(E03344)

有価証券報告書

13/91



(3) 財政状態の分析

当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べ 174億88百万円増加し、1,822億72百万円となり

ました。

流動資産は、有価証券が 49億11百万円、売掛金が 20億22百万円、商品が39億10百万円増加したこと等により、

147億71百万円増加し 1,251億75百万円となりました。

固定資産は、建物及び構築物が 23億36百万円、差入保証金が５億38百万円増加したこと等により、27億17百万

円増加し 570億96百万円となりました。

負債は、前連結会計年度末に比べ66億27百万円増加し、674億62百万円となりました。

流動負債は、買掛金が34億45百万円、賞与引当金が９億37百万円増加したこと等により、59億60百万円増加し

595億62百万円となりました。

固定負債は、退職給付引当金が３億16百万円増加したこと等により、６億66百万円増加し 79億円となりまし

た。

純資産は、前連結会計年度末に比べ 108億61百万円増加し、1,148億９百万円となりました。

 

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、255億４百万円となっております。これに営業キャッシュ・フ

ローと金融機関の借入枠等を勘案すれば、将来資金に対して充分な財源が存在していると認識しております。

 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループにおきましては、上位企業による規模拡大に向けたＭ＆Ａや出店競争がさらに激化しております。

また、同業及び異業種・異業態との価格にウェイトを置いた「同一・同質的な競争」の激化、新規出店に影響を及

ぼす薬剤師や登録販売者の確保など、懸念材料が多数存在しております。

これらはいずれも当社グループの経営成績に影響を与える要因であります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループは、「2015年度、1,500店舗・売上高5,000億円」を目標に掲げております。この目標に向け、ファーマ

シー事業を中心に 71億73百万円の設備投資を実施いたしました。

ファーマシー事業においては、新規出店 63店舗（株式会社スギ薬局 61店舗、スギメディカル株式会社２店舗）の店

舗展開を中心に行い、59億93百万円の設備投資を実施いたしました。

ドラッグ事業においては、新規出店５店舗（株式会社スギ薬局）及び既存店の改装等により、６億97百万円の設備投

資を実施いたしました。

 

当連結会計年度における新設店舗の設備投資は次のとおりであります。

セグメントの名称 所在地 設備の内容
設備投資額（百万円）

建物及び構築物 土地 その他 合計

ファーマシー事業 関東エリア（16店舗）  店舗 540 － 213 753

ファーマシー事業 中部エリア（21店舗）  店舗 1,629 － 377 2,007

ファーマシー事業 関西エリア（26店舗）  店舗 1,834 － 561 2,396

ファーマシー事業

計
－ － 4,003 － 1,153 5,156

ドラッグ事業 関東エリア（１店舗）  店舗 49 － 10 59

ドラッグ事業 中部エリア（１店舗）  店舗 4 － 21 25

ドラッグ事業 関西エリア（３店舗）  店舗 65 － 124 190

ドラッグ事業

計
－ － 119 － 156 275

合計 － － 4,122 － 1,309 5,432

(注) 設備投資額の「その他」は、「工具、器具及び備品」及び「リース資産」であります。
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２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備の内訳は以下のとおりであります。

(1) 提出会社

平成26年２月28日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
(人)建物及び構

築物

土地
その他 合計

面積（㎡） 金額

中部エリア

（380店舗）
ファーマシー事業 子会社賃貸店舗

11,338

[－]

3,048.69

(708,287.78)

[－]

741

[－]

7

[－]

12,087

[－]
－

関東エリア

（175店舗）
ファーマシー事業 子会社賃貸店舗

2,391

[－]

2,098.67

(203,282.85)

[－]

133

[－]

60

[－]

2,584

[－]
－

関西エリア

（200店舗）
ファーマシー事業 子会社賃貸店舗

5,855

[－]

－

(272,015.08)

[－]

－

[－]

181

[－]

6,036

[－]
－

中部エリア

（１店舗）
ドラッグ事業 子会社賃貸店舗

7

[－]

－

(2,331.49)

[－]

－

[－]

－

[－]

7

[－]
－

関東エリア

（42店舗）
ドラッグ事業 子会社賃貸店舗

455

[－]

－

(104,306.82)

[－]

－

[－]

18

[－]

474

[－]
－

関西エリア

（117店舗）
ドラッグ事業 子会社賃貸店舗

1,347

[－]

56,661.00

(225,551.42)

[－]

3,081

[－]

144

[－]

4,572

[－]
－

事務所

(大阪市中央区)
ドラッグ事業 事務所

38

[－]

605.65

(－)

[－]

270

[－]

2

[－]

311

[－]
－

事務所

(愛知県安城市)
全社（共通）

事務所及び駐車

場

361

[－]

－

(1,355.86)

[－]

－

[－]

1

[－]

363

[－]
35

賃貸物件 全社（共通） 賃貸施設
1,607

[1,607]

30,998.14

(114,365.81)

[160,849.49]

1,150

[1,150]

1

[1]

2,758

[2,758]
－

(注) １．帳簿価額「その他」は、「車両運搬具」、「工具、器具及び備品」及び「リース資産」であり、建設仮勘定

は含まれておりません。

２．上記のほか、ソフトウエア（リース資産を含む）を 637百万円所有しております。

３．（　）内面積は、賃借分を示しております。

４．［　］内の金額及び面積は、連結子会社以外への賃貸分を示しております。

５．提出会社のファーマシー事業及びドラッグ事業の設備は、全て子会社に賃貸しているものであります。

６．従業員数には、臨時雇用者は含まれておりません。

７．リース契約による主要な賃借設備は以下のとおりであります。

名称 リース期間（年）
年間リース料
（百万円）

リース契約残高
（百万円）

建物及び構築物

（所有権移転外ファイナンス・リース）
10～21 80 431

店舗の工具、器具及び備品等

（所有権移転外ファイナンス・リース）
4 1 0
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(2) 国内子会社

平成26年２月28日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの名
称

設備の内
容

帳簿価額（百万円）

従業員数
(人)

建物及び
構築物

土地

その他 合計

面積（㎡） 金額

㈱スギ薬局
中部エリア

(378店舗)

ファーマシー

事業
店舗 28

－

(711,188.68)
－ 1,939 1,967 1,402

㈱スギ薬局
関東エリア

(169店舗)

ファーマシー

事業
店舗 －

－

(205,085.77)
－ 750 750 643

㈱スギ薬局
関西エリア

(196店舗)

ファーマシー

事業
店舗 1

－

(271,701.28)
－ 1,082 1,083 817

㈱スギ薬局
本社

(愛知県安城市)

ファーマシー

事業
事務所 1

－

(－)
－ 15 17 381

㈱スギ薬局
中部エリア

(１店舗)
ドラッグ事業 店舗 －

－

(2,331.49)
－ 20 20 3

㈱スギ薬局
関東エリア

(42店舗)
ドラッグ事業 店舗 －

－

(104,306.82)
－ 313 313 126

㈱スギ薬局
関西エリア

(117店舗)
ドラッグ事業 店舗 －

－

(282,212.42)
－ 412 412 360

スギメディ

カル㈱

中部エリア

(２店舗)

ファーマシー

事業
店舗 －

－

(147.79)
－ 0 0 9

スギメディ

カル㈱

関東エリア

(６店舗)

ファーマシー

事業
店舗 －

－

(295.75)
－ 0 0 33

スギメディ

カル㈱

関西エリア

(４店舗)

ファーマシー

事業
店舗 －

－

(313.80)
－ 0 0 27

(注) １．帳簿価額「その他」は、「車両運搬具」、「工具、器具及び備品」及び「リース資産」であり、建設仮勘定

は含まれておりません。

２．上記のほか、ソフトウエア（リース資産を含む）を 106百万円所有しております。

３．（　）内面積は、賃借分を示しております。

４．従業員数には、臨時雇用者は含まれておりません。

５．リース契約による主要な賃借設備は以下のとおりであります。

名称 リース期間（年）
年間リース料
（百万円）

リース契約残高
（百万円）

店舗の工具、器具及び備品等

（所有権移転外ファイナンス・リース）
２～８ 46 6
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３【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資については、経営方針をもとに、出店計画が策定されております。

なお、平成26年２月28日現在における重要な設備の新設、改装、改修及び除却等の計画は次のとおりであります。

(1) 重要な設備の新設

セグメントの名称 所在地 設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月
増加予定
店舗数総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

着手 完了

ファーマシー事業 中部エリア他 店舗 6,000 197 自己資金 平成25年６月 平成27年２月 78

ドラッグ事業 関西エリア他 店舗 500 － 自己資金 平成26年３月 平成27年２月 5

全社(共通) 愛知県安城市 ソフトウエア等 1,000 396 自己資金 平成24年３月 平成27年２月 －

 

(2) 重要な設備の改装及び改修

セグメントの名称 所在地 設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

ファーマシー事業 中部エリア他 店舗の改装及び設備の改修 1,850 － 自己資金 平成26年３月 平成27年２月

ドラッグ事業 関西エリア他 店舗の改装及び設備の改修 150 － 自己資金 平成26年３月 平成27年２月

 

(3) 重要な設備の除却等

　特記すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成26年２月28日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年５月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 63,330,838 63,330,838

東京証券取引所

名古屋証券取引所

（各市場第一部）

単元株式数

100株

計 63,330,838 63,330,838 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総

数増減数(株)

発行済株式総

数残高(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金増

減額(百万円)

資本準備金残

高(百万円)

平成19年３月１日

(注)
3,542,838 63,330,838 － 15,434 6,954 24,632

（注）株式交換

株式交換の実施に伴う新株式発行によるものであります。

発行価格　　　　　　1,963円

 

（６）【所有者別状況】

平成26年２月28日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況

（株）
政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 36 20 257 222 8 33,286 33,829 －

所有株式数

（単元）
－ 114,356 955 200,766 181,808 8 134,886 632,779 52,938

所有株式数の

割合（％）
－ 18.07 0.15 31.73 28.73 0.00 21.32 100.00 －

(注) １．自己株式　15,209株は、「その他の法人」に 152単元及び「単元未満株式の状況」に ９株を含めて記載し

ております。

２．「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ４単元

及び２株含まれております。
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（７）【大株主の状況】
 

  平成26年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社スギ商事 愛知県安城市三河安城町一丁目８番地４ 18,288 28.87

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 7,416 11.71

ステート　ストリート　バンク　アン

ド　トラスト　カンパニー５０５２２

３

（常任代理人　株式会社みずほコーポ

レート銀行決済営業部）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101

U.S.A.

（東京都中央区月島四丁目16－13）

2,005 3.16

杉浦　広一 愛知県西尾市 1,892 2.98

杉浦　昭子 愛知県西尾市 1,892 2.98

杉浦　克典 愛知県刈谷市 1,892 2.98

杉浦　伸哉 愛知県刈谷市 1,892 2.98

メロン　バンク　トリーティー　ク

ライアンツ　オムニバス

（常任代理人　株式会社みずほ銀行

決済営業部）

ONE BOSTON PLACE BOSTON,MA 02108

（東京都中央区月島四丁目16－13）
1,821 2.87

ステート　ストリート　バンク　アン

ド　トラスト　カンパニー

（常任代理人　香港上海銀行東京支

店）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101

U.S.A.

（東京都中央区日本橋三丁目11-1）

1,775 2.80

株式会社ツルハ 北海道札幌市東区北二十四条東20丁目1-21 1,272 2.00

計 － 40,146 63.39

 

EDINET提出書類

スギホールディングス株式会社(E03344)

有価証券報告書

20/91



（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年２月28日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    15,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 63,262,700 632,627 －

単元未満株式 普通株式    52,938 － －

発行済株式総数 63,330,838 － －

総株主の議決権 － 632,627 －

(注) 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が400株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年２月28日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

スギホールディングス

株式会社

 愛知県安城市三河安

城町一丁目８番地４
15,200 － 15,200 0.02

計 － 15,200 － 15,200 0.02

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

(１)【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(２)【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(３)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

 当事業年度における取得自己株式 934 3,453,350

 当期間における取得自己株式 － －

(注) 当期間における取得自己株式には、平成26年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取による株式は含まれておりません。

 

(４)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 15,209 － － －

(注) 当期間における保有自己株式数には、平成26年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取による株式は含まれておりません。

 

３【配当政策】

当社は、安定した配当の継続を基本に、業績及び配当性向等並びに今後の事業展開に備えるための内部留保を総合

的に勘案して剰余金の配当等を決定しております。

当社は、８月31日及び２月末日を基準日とする年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、「剰余金

の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会の決議に

よらず取締役会の決議により定める。」旨定款に定めております。

なお、当事業年度における配当につきましては、上記の方針に基づき、当事業年度の期末配当金を１株当たり 24円

とし、支払開始日を平成26年５月30日とすることを平成26年４月８日開催の取締役会において決議しております。平

成25年11月に１株当たり 16円の中間配当金をお支払いたしましたので、年間配当金は１株当たり 40円となります。

内部留保資金につきましては、競争が激化する薬局・ドラッグストア業界で勝ち残るために、Ｍ＆Ａを含めたあら

ゆる成長の機会を迅速に捉えるとともに、積極的な店舗展開や、それをサポートする営業・内部管理体制の構築、及

び「かかりつけ薬局」を実践できる有能な社員の育成のために利用し、さらなる企業価値の向上に努めてまいりま

す。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

 平成25年10月１日

取締役会決議
1,013 16

 平成26年４月８日

 取締役会決議
1,519 24
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期

決算年月 平成22年２月 平成23年２月 平成24年２月 平成25年２月 平成26年２月

最高（円） 2,260 2,406 2,388 3,325 4,495

最低（円） 1,607 1,723 1,597 2,199 2,999

(注) 　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成25年９月 10月 11月 12月 平成26年１月 ２月

最高（円） 4,270 4,280 4,220 4,280 4,495 4,125

最低（円） 3,790 3,980 3,900 3,970 4,030 3,775

(注) 　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役会長 － 杉浦　広一 昭和25年７月22日生

 
昭和49年４月 有限会社鬼頭天昌堂薬局入社

昭和51年12月 個人にてスギ薬局を創業

昭和57年３月 株式会社スギ薬局（現スギホール

ディングス株式会社）を設立

当社代表取締役社長

平成20年９月 当社代表取締役社長 兼 社長執行

役員

株式会社スギ薬局代表取締役社長

平成21年５月 当社代表取締役会長 会長執行役員

平成25年３月 当社代表取締役会長（現任）
 

(注)３ 1,892

代表取締役社長 － 桝田　直 昭和26年５月19日生

 
平成10年３月 ジャスコ株式会社（現イオン株式

会社）情報・物流本部長

平成15年４月 スターバックスコーヒージャパン

株式会社代表取締役 最高執行責任

者（ＣＯＯ）

平成17年６月 株式会社コクミン代表取締役社長

平成19年９月 株式会社三光マーケティングフー

ズ社外取締役（現任）

平成21年６月 当社顧問

平成22年５月 当社代表取締役社長 社長執行役員

平成25年３月 当社代表取締役社長（現任）
 

(注)３ 0

代表取締役副社長 － 杉浦　昭子 昭和28年11月11日生

 
昭和57年３月 当社設立と同時に取締役就任

平成５年４月 当社専務取締役

平成９年８月 当社取締役副社長

平成11年９月 当社取締役副社長管理部長

平成12年１月 当社取締役副社長管理本部長

平成13年５月 当社代表取締役副社長

平成20年４月 当社代表取締役副社長兼ＣＳＲ室

長

平成20年９月 当社代表取締役副社長

副社長執行役員兼ＣＳＲ室長

株式会社スギ薬局代表取締役副社

長

平成24年３月 当社代表取締役副社長 副社長執行

役員 医療戦略管掌兼コーポレート

室長

平成25年３月 当社代表取締役副社長兼ＣＳＲ室

長

スギメディカル株式会社代表取締

役社長（現任）

平成26年３月 当社取締役副社長（現任）
 

(注)３ 1,892
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 － 榊原　栄一 昭和31年８月14日生

 
昭和55年４月 セガミメディックス株式会社入社

平成７年４月 当社取締役

平成９年８月 当社常務取締役営業本部長

平成16年３月 当社常務取締役商品本部長

平成17年４月 当社常務取締役営業本部長

平成20年９月 当社常務取締役　常務執行役員グ

ループ営業戦略担当

株式会社スギ薬局常務取締役

平成21年３月 当社常務取締役　常務執行役員グ

ループ営業企画部担当

株式会社スギ薬局代表取締役副社

長

平成22年５月 当社執行役員スギ薬局担当

平成23年３月 株式会社スギ薬局代表取締役社長

（現任）

平成25年５月 当社取締役(現任)
 

(注)３ 152

常勤監査役 － 金井　哲治 昭和25年３月11日生

 
昭和49年４月 株式会社三井銀行（現株式会社三

井住友銀行）入行

平成８年６月 株式会社セシール取締役

平成13年２月 株式会社日本リロケーション（現

株式会社リロ・ホールディング）

取締役

平成14年６月 シャディ株式会社取締役

平成16年５月 当社取締役管理本部長

平成17年５月 当社常務取締役管理本部長

平成19年６月 当社常務取締役経営管理室長

平成20年９月 当社常務執行役員グループ経理・

総務担当

株式会社スギ薬局常務取締役

平成21年３月 当社顧問

平成25年３月 株式会社スギ薬局監査役（現任）

平成25年５月 当社常勤監査役(現任)
 

(注)５ 0

監査役 － 浅野　薫夫 昭和18年１月９日生

 
平成４年７月 豊田合成株式会社取締役

平成12年６月 同社代表取締役専務取締役

平成13年６月 株式会社ヒューネット代表取締役

副社長

平成15年６月 ＴＧウェルフェア株式会社監査役

平成15年６月 ＴＧメンテナンス株式会社監査役

平成20年５月 当社常勤監査役

平成21年５月 当社監査役（現任）
 

(注)６ 1
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役 － 安田　加奈 昭和44年４月10日生

 
平成５年10月 センチュリー監査法人（現新日本

有限責任監査法人）入所

平成９年４月 公認会計士登録

平成12年３月 安田会計事務所設立 同所所長（現

任）

平成16年３月 税理士登録

平成21年９月 シンポ株式会社社外監査役（現

任）

平成22年５月 当社監査役（現任）
 

(注)４ 0

監査役 － 坂本　利彦 昭和21年10月25日生

 
平成13年10月 伊藤忠商事株式会社名古屋支社財

経総務部長

平成15年７月 伊藤忠製糖株式会社執行役員人事

総務・財務経理担当

平成16年６月 同社取締役人事総務・財務経理担

当

平成18年６月 同社常務取締役人事総務・財務経

理担当

平成19年６月 同社常務取締役経営企画・人事総

務・財務経理・情報システム化推

進担当

平成20年６月 同社専務取締役経営企画・人事総

務・財務経理担当

平成21年６月 同社専務取締役人事総務・財務経

理・情報システム担当

平成24年５月 当社監査役（現任）
 

(注)６ －

    計  3,938

（注）１．監査役浅野薫夫、安田加奈、坂本利彦の３氏は、社外監査役であります。

２．代表取締役副社長杉浦昭子は代表取締役会長杉浦広一の配偶者であります。

３．平成26年５月29日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４．平成26年５月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．平成25年５月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．平成24年５月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

 ※　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、「お客様、患者様の幸せを願い、地域社会に貢献できる会社づくりを目指します」、「社員の幸

せを願い、社員とともに成長する会社づくりを目指します」という２つのグループ理念を掲げ、その実践を通して広

く地域社会へ貢献することにより、株主の皆様やお客様、患者様をはじめ、お取引先様、地域社会、従業員等の各ス

テークホルダーと良好な関係を築き、支持していただけるアドマイアード・カンパニーとして成長・発展していきた

いと考えております。

そのための基盤として、コーポレート・ガバナンスの充実が不可欠であると認識しており、法令遵守の徹底、的確

かつ迅速な意思決定、効率的な業務執行、監査・監督機能の強化を図るべく、経営体制を整備するとともに必要な施

策を講じております。

 

①　企業統治の体制

イ．企業統治の体制の概要

当社は、取締役会、監査役会及び会計監査人設置会社であります。

取締役会は、取締役４名及び監査役４名（内、社外監査役３名）で構成されており、適宜必要な意思決定を

行っております。業務執行は、業務分掌規程及び職務権限規程に基づき行っており、取締役会は適宜報告を受け

るほか、必要に応じてこれらの規程を見直しております。

監査役は、取締役会その他重要な会議に出席するほか、各種議事録、決裁書類その他重要な書類を閲覧するな

どの方法により、取締役の業務執行を監査し、その結果を監査役会に報告しております。

なお、子会社の経営上の意思決定、執行に関しても、当社取締役のほか当社出身者が適宜取締役として選任さ

れており、グループ全体としてのコーポレート・ガバナンスの確保に努めております。

 

コーポレート・ガバナンスの関連図
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ロ．企業統治の体制を採用する理由

当社は監査役設置会社でありますが、社外監査役３名を選任していること、取締役の任期が１年であること、

任意に指名・報酬委員会を設置していることなど、委員会設置会社の要素を取り入れたコーポレート・ガバナン

ス体制となっております。監査役設置会社と委員会設置会社にはそれぞれに利点があると認識しておりますが、

現在のところ監査役設置会社が当社に適しているものと判断しております。

 

ハ．内部統制システムの整備の状況

当社は、内部統制システムの整備の状況に関しては、取締役会決議により、次のとおり「スギ薬局グループ　

内部統制システムの基本方針」を定め、実践しております。

 

スギ薬局グループ　内部統制システムの基本方針

 

当社および当社子会社（以下「スギ薬局グループ」という。）は、「お客様、患者様の幸せを願い、地域社会に

貢献できる会社づくりを目指します」、「社員の幸せを願い、社員とともに成長する会社づくりを目指します」と

いう２つのグループ理念を掲げ、その実践を通して広く地域社会へ貢献することを基本理念としている。また、企

業価値の向上に向けて、業務執行における迅速かつ的確な意思決定と、より透明性の高い公正で効率的な経営の実

現を、コーポレート・ガバナンスの重要な目的と考えている。

スギ薬局グループは、この基本理念のもと、コーポレート・ガバナンスおよび財務報告の信頼性の充実・強化の

ため、次のとおり内部統制システムの基本方針を定める。スギ薬局グループは、この基本方針に基づく内部統制シ

ステムの整備状況を絶えず評価し、必要な改善措置を講ずるほか、この基本方針についても、経営環境の変化等に

対応して不断の見直しを行い、一層実効性のある内部統制システムの整備に努める。

 

１．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

(1) スギ薬局グループは、スギ薬局グループの業務に従事するすべての役員および社員（アルバイト、パートタ

イマー、契約社員、派遣社員、出向社員を含む。以下同じ。）の行動規範として「コンプライアンスマニュ

アル」を制定し、また、「コンプライアンスポケットマニュアル」を携帯することにより、各自がその業務

執行にあたりこれを遵守するよう指導・徹底する。

(2) スギホールディングス株式会社代表取締役社長（以下「社長」という。）を委員長としたコンプライアンス

委員会を設け、スギ薬局グループ内におけるコンプライアンス体制の構築・浸透を図るとともに法令・定款

等に違反する行為に対処する。

(3) 監査室は、内部監査規程に基づき、職務の遂行状況についての監査を実施する。

(4) スギ薬局グループは、内部通報制度を設け、リスク・法令違反などの情報を受け付け、適正な是正措置を講

じる。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報については、文書管理規程等の社内諸規程に基づきその保存媒体に応じて適切か

つ確実に検索性の高い状態で保存・管理する。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1) 社長を委員長とするリスク管理委員会を設け、スギ薬局グループの業務執行に係るリスクを認識し、その把

握と管理、個々のリスクに関する管理体制の構築、維持、向上を推進する。

(2) 不測の事態が発生した場合は、社長を本部長とする対策本部を設置し、迅速な対応を行い、損害等の拡大を

防止し損害等の極小化を図る。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 持株会社および事業子会社の機能に沿った分権により、意思決定の迅速化を図るとともに、事業計画等にお

いて経営目標を明確にし、適宜その達成状況を検証し、必要に応じて対策を講じる。

(2) 業務分掌規程、職務権限規程において、それぞれの業務執行における責任者およびその責任、手続の詳細に

ついて定める。

５．会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1) 子会社の経営管理は、当該企業の自主性を尊重しつつも、グループ会社管理規程に基づき、当社に対する事

業内容の定期的な報告と重要案件の協議・決裁を通じて行う。

(2) 監査室は、スギ薬局グループの業務の適正性のモニタリングを行う。

６．監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

(1) 監査役と協議のうえ、必要に応じて監査役の職務を補助する使用人を配置することとする。

(2) 当該使用人の任命、異動等人事権に係る事項の決定については、監査役の事前の同意を得ることとする。
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７．取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

(1) スギ薬局グループの役員および社員は、必要と判断したときは、重要な業務執行に関し、監査役に対して報

告を行うとともに、必要に応じて稟議書その他業務遂行に関する帳簿・書類等の提出や、状況説明を行うも

のとする。

(2) 監査室は、監査役と密接な連携を保ち、コンプライアンスおよびリスク管理の状況について適宜報告を行

う。

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 監査役が、必要に応じ顧問弁護士等外部専門家と連携を図る機会を確保することとする。

(2) 取締役は、監査役と随時に意見交換し、監査の実効性確保に努めるものとする。

(3) 監査役は、月１回監査役会を開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、監査実施状況等について情報交換

および協議を行うとともに、会計監査人から定期的に会計監査に関する報告を受け、意見交換を行う。

９．財務報告の信頼性を確保するための体制

監査室は、財務報告に係る内部統制の仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正があればこ

れを勧告する。

10．反社会的勢力排除に向けた体制

反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、一切の関係を持たず、不当・不法な要求は排除する。また、

必要に応じ外部の専門機関とも連携を取り対応する。

 

ニ．リスク管理体制の整備の状況

当社は、社長を委員長とし、常勤の取締役、常勤監査役のほか、関連部署の部室長を委員とするリスク管理委

員会を設置し、リスクの発生及びリスク発生時における対応に備えております。

 

ホ　責任限定契約の内容の概要

当社は、平成18年５月22日開催の第24期定時株主総会において、社外取締役、社外監査役及び会計監査人の責

任限定契約を可能とする旨定款に定めております。

１．社外監査役との責任限定契約

締結しておりません。

２．会計監査人との責任限定契約

会社法第427条第１項に基づき、同法423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当

該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、2,000万円又は職務遂行の対価として当社から受け、又は受けるべ

き財産上の利益の額の事業年度ごとの合計額のうち最も高い額に二を乗じて得た額のいずれか高い額として

おります。なお、当該責任限定が認められるのは、会計監査人が本契約の履行に伴い生じた当社の損害につ

いて、故意又は重大な過失がない場合に限られます。

 

②　内部監査及び監査役監査の状況

当社及び各子会社の内部監査を行う組織として監査室を設置しております。平成26年５月１日現在監査室長以下

２名が、監査役と情報共有のうえ当社及び各子会社の各組織の職務の遂行状況について定期的に内部監査を実施し

必要な改善指示を行っております。また、監査役は、取締役会その他重要な会議に出席するほか、各種議事録、決

裁書類その他重要な書類を閲覧するなどの方法により、取締役の業務執行を監査し、その結果を監査役会に報告し

ております。

なお、監査役金井哲治氏は、当社ほか数社において、財務経理部門を管掌する取締役として決算手続き及び財務

諸表作成等に従事した経験を有しており、監査役浅野薫夫氏は、豊田合成株式会社において、取締役経理部長とし

て決算手続き及び財務諸表作成等に従事した経験を有しており、監査役安田加奈氏は、公認会計士及び税理士の資

格を有しており、また、監査役坂本利彦氏は、伊藤忠製糖株式会社において、財務経理担当取締役として決算手続

き及び財務諸表作成等に従事した経験を有しており、それぞれ財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており

ます。

また、監査役、会計監査人、監査室の連携状況については、会計監査人による定期的な監査の際に、監査役及び

内部監査部門は、会計監査人との会合を設け、監査の計画及び結果の報告並びに意見及び情報の交換を実施してお

ります。また、内部監査部門による各部門の監査の都度、監査役は、監査室との会合を設け、監査の計画及び結果

の報告並びに意見及び情報の交換を実施しております。
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③　会計監査の状況

当社の会計監査人には、有限責任監査法人トーマツを選任しており、当社の会計監査業務を執行した公認会計士

は、松井夏樹及び鈴木晴久の２名であります。なお、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士６名、その

他９名であります。

 

④　社外監査役

当社の社外監査役は３名であります。

社外監査役である浅野薫夫氏には、他社での代表取締役及び監査役の経験を活かした業務執行全般にわたる助言

を期待しております。

社外監査役である安田加奈氏には、主に公認会計士及び税理士の経験及び知見に基づく会計・税務分野の専門的

見地からの助言を期待しております。

社外監査役である坂本利彦氏には、他社での取締役の経験を活かした業務執行全般にわたる助言を期待しており

ます。

社外監査役の当社株式の保有状況については、「５　役員の状況」の「所有株式数」欄に記載のとおりでありま

す。それ以外に、当社との間において、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

また、当該社外監査役が他の会社等の役員若しくは使用人である、又は役員若しくは使用人であった場合におけ

る当該他の会社等と当社との間に、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

なお、社外監査役３名は、いずれも形式的に「上場管理等に関するガイドライン」において規定される一般株主

と利益相反の生じるおそれがあると判断される要素に該当せず、かつ実質的にも一般株主と利益相反が生じるおそ

れのない社外監査役であると判断したため、独立役員に指定しております。

当社は、社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針として明確に定めたものはありませんが、そ

の選任に際しては、経歴や当社との関係を踏まえて、当社経営陣から独立した立場で社外役員としての職務を遂行

できる十分な独立性が確保できることを個別に判断しております。

社外監査役は、上記の報告を同様に受けているほか、効率的かつ効果的に監査役監査を行うために、会計監査人

及び監査室と情報の交換を含む緊密な協力関係を維持しております。

 

⑤　役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる

役員の員数

（人）基本報酬
ストック

オプション
賞与

取締役

（社外取締役を除く。）
198 146 － 52 3

監査役

（社外監査役を除く。）
7 6 － 0 1

社外役員 20 19 － 0 6

(注) １．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人給与は含まれておりません。

２．当社役員のうち、連結報酬等の総額が１億円以上となる者はおりません。

３．取締役の報酬限度額は、平成19年５月24日開催の第25回定時株主総会において年額400百万円以内（ただ

し、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、平成19年５月24日開催の第25回定時株主総会において年額30百万円以内と決議いた

だいております。

 

ロ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定については、指名・報酬委員会において審議された結果を受

けて、取締役に関しては取締役会、監査役に関しては監査役会の決議により行われます。
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⑥　株式の保有状況

当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最も大きい会社（最大保有会

社）は当社であり、保有状況については以下のとおりであります。

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

８銘柄　69百万円

 

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

（非上場銘柄を除く）

前事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

㈱ツルハホールディングス 3,000 24 業界動向の把握のため

大正製薬㈱ 660 4 取引関係強化のため

日本電信電話㈱ 1,000 4 株式の安定化

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ

ループ
3,840 1 取引関係維持のため

 

当事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

㈱ツルハホールディングス 3,000 28 業界動向の把握のため

㈱ビケンテクノ 34,000 22 取引関係強化のため

大正製薬㈱ 1,290 9 取引関係強化のため

日本電信電話㈱ 1,000 5 株式の安定化

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ

ループ
3,840 2 取引関係維持のため

 

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに

当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

当社は、保有目的が純投資目的である投資株式は保有しておりません。

 

⑦　取締役の定数

当社の取締役は７名以内とする旨定款に定めております。

 

⑧　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

 

⑨　剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、

株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役

会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするためであります。

 

⑩　自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる旨を

定款により定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場

取引により自己の株式を取得することを目的とするものであります。

EDINET提出書類

スギホールディングス株式会社(E03344)

有価証券報告書

31/91



⑪　取締役及び監査役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取締役

（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除するこ

とができる旨定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するに当たり、その能力を十分に発

揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

 

⑫　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とす

るものであります。

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 22 － 24 －

連結子会社 22 － 18 －

計 44 － 42 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

 

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

 

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針といたしましては、監査日数、当社の規模・業務の特

性等の要素を総合的に勘案して適切に決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成25年３月１日から平成26年２月28

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成25年３月１日から平成26年２月28日まで）の財務諸表について、有限責

任監査法人トーマツにより監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、情報収集に努めるとともに、

監査法人等の主催するセミナーに参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】
 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成25年２月28日)
当連結会計年度

(平成26年２月28日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 41,627 44,504

売掛金 9,089 11,111

有価証券 12,693 17,605

商品 39,611 43,522

繰延税金資産 538 376

その他 6,844 8,056

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 110,403 125,175

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※２ 38,363 ※２ 42,762

減価償却累計額 △17,338 △19,401

建物及び構築物（純額） 21,024 23,360

土地 5,412 5,454

建設仮勘定 951 198

その他 12,943 15,069

減価償却累計額 △8,461 △10,058

その他（純額） 4,482 5,011

有形固定資産合計 31,871 34,024

無形固定資産 2,204 2,120

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 280 ※１ 429

長期貸付金 94 0

繰延税金資産 3,336 3,486

差入保証金 14,870 15,409

その他 2,387 1,666

貸倒引当金 △665 △40

投資その他の資産合計 20,303 20,951

固定資産合計 54,379 57,096

資産合計 164,783 182,272
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成25年２月28日)
当連結会計年度

(平成26年２月28日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 36,510 39,956

未払法人税等 2,947 3,525

賞与引当金 373 1,311

その他 13,770 14,769

流動負債合計 53,601 59,562

固定負債   

退職給付引当金 2,665 2,982

資産除去債務 2,827 3,040

その他 ※２ 1,741 ※２ 1,877

固定負債合計 7,234 7,900

負債合計 60,835 67,462

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,434 15,434

資本剰余金 24,632 24,632

利益剰余金 63,891 74,743

自己株式 △35 △39

株主資本合計 103,922 114,770

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 25 38

その他の包括利益累計額合計 25 38

純資産合計 103,948 114,809

負債純資産合計 164,783 182,272
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成24年３月１日
　至　平成25年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成25年３月１日
　至　平成26年２月28日)

売上高 343,613 365,200

売上原価 249,863 264,373

売上総利益 93,749 100,827

販売費及び一般管理費   

給料手当及び賞与 30,209 31,868

賞与引当金繰入額 373 1,301

退職給付費用 498 670

賃借料 14,699 15,557

その他 29,548 31,326

販売費及び一般管理費合計 75,327 80,723

営業利益 18,421 20,103

営業外収益   

受取利息 173 176

受取配当金 1 3

有価証券評価益 2,511 912

固定資産受贈益 405 453

受取賃貸料 1,187 1,203

受取手数料 778 －

その他 480 329

営業外収益合計 5,538 3,078

営業外費用   

支払利息 13 19

賃貸収入原価 995 964

固定資産除却損 ※１ 84 ※１ 166

その他 169 166

営業外費用合計 1,263 1,316

経常利益 22,696 21,865

特別損失   

減損損失 ※２ 619 ※２ 678

特別損失合計 619 678

税金等調整前当期純利益 22,077 21,187

法人税、住民税及び事業税 7,573 8,271

法人税等調整額 1,874 95

法人税等合計 9,447 8,366

少数株主損益調整前当期純利益 12,630 12,820

当期純利益 12,630 12,820
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【連結包括利益計算書】
 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成24年３月１日
　至　平成25年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成25年３月１日
　至　平成26年２月28日)

少数株主損益調整前当期純利益 12,630 12,820

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 14 12

その他の包括利益合計 ※ 14 ※ 12

包括利益 12,644 12,832

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 12,644 12,832
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自平成24年３月１日　至平成25年２月28日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 15,434 24,632 53,160 △34 93,193

当期変動額      

剰余金の配当   △1,899  △1,899

当期純利益   12,630  12,630

合併による増加   －  －

自己株式の取得    △1 △1

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 10,730 △1 10,728

当期末残高 15,434 24,632 63,891 △35 103,922

 

    

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 11 11 93,205

当期変動額    

剰余金の配当   △1,899

当期純利益   12,630

合併による増加   －

自己株式の取得   △1

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

14 14 14

当期変動額合計 14 14 10,743

当期末残高 25 25 103,948
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当連結会計年度（自平成25年３月１日　至平成26年２月28日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 15,434 24,632 63,891 △35 103,922

当期変動額      

剰余金の配当   △1,962  △1,962

当期純利益   12,820  12,820

合併による増加   △5  △5

自己株式の取得    △3 △3

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 10,852 △3 10,848

当期末残高 15,434 24,632 74,743 △39 114,770

 

    

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 25 25 103,948

当期変動額    

剰余金の配当   △1,962

当期純利益   12,820

合併による増加   △5

自己株式の取得   △3

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

12 12 12

当期変動額合計 12 12 10,861

当期末残高 38 38 114,809
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成24年３月１日
　至　平成25年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成25年３月１日
　至　平成26年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 22,077 21,187

減価償却費 4,787 4,994

減損損失 619 678

賞与引当金の増減額（△は減少） △644 937

退職給付引当金の増減額（△は減少） 336 316

貸倒引当金の増減額（△は減少） 50 △624

有価証券評価損益（△は益） △2,511 △912

受取利息及び受取配当金 △174 △179

固定資産受贈益 △256 △255

支払利息 13 19

固定資産売却損益（△は益） △29 △4

固定資産除却損 45 80

売上債権の増減額（△は増加） △1,150 △1,880

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,819 △4,012

仕入債務の増減額（△は減少） 439 3,443

その他 767 1,073

小計 21,551 24,860

利息及び配当金の受取額 80 114

利息の支払額 △6 △12

法人税等の支払額 △8,342 △7,718

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,282 17,243

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △25,500 △57,000

定期預金の払戻による収入 21,000 53,000

有価証券の取得による支出 △23,000 △34,000

有価証券の償還による収入 24,000 30,000

有形固定資産の取得による支出 △7,875 △6,613

無形固定資産の取得による支出 △342 △560

貸付けによる支出 △4 △0

貸付金の回収による収入 2 4

差入保証金の差入による支出 △955 △1,276

差入保証金の回収による収入 161 199

その他 △664 △85

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,177 △16,331
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成24年３月１日
　至　平成25年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成25年３月１日
　至　平成26年２月28日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △1 △3

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △57 △72

配当金の支払額 △1,897 △1,961

その他 △77 1

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,033 △2,035

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,928 △1,123

現金及び現金同等物の期首残高 28,556 26,627

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の

増加額
－ 0

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 26,627 ※ 25,504
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　2社

連結子会社の名称

㈱スギ薬局

スギメディカル㈱

（連結の範囲の変更）

株式会社ジャパンは、当社を吸収合併存続会社、株式会社ジャパンを吸収合併消滅会社とする吸収合併を

行ったことにより、平成25年３月１日付で連結の範囲から除外しております。

(2) 非連結子会社の名称等

スギスマイル㈱

スギネット㈱

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

なお、前連結会計年度において、非連結子会社であった有限会社西三河調剤支援センターは、平成25年10月

１日付で連結子会社である株式会社スギ薬局へ吸収合併を行いました。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社の数

該当事項はありません。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社の名称等

スギスマイル㈱

スギネット㈱

（持分法を適用しない理由）

持分法非適用会社は、いずれも当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた

めであります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

(イ) 売買目的有価証券

時価法（売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

(ロ) その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ　たな卸資産

(イ) 商品

売価還元低価法を採用しております。

ただし、調剤薬品及び物流センター保管商品については、総平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

(ロ) 貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。
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(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

（ただし、当社の平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法によって

おります。)

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　８～39年

ロ　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

ハ　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成21年２月28日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

ニ　長期前払費用

定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ　賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額に基づき当連結会計年度負担額を計上しておりま

す。

ハ　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、主として当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上

しております。

なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法

により費用処理しております。

また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３～５年）によ

る定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

(4）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引出可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(5）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

イ　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

ただし、控除対象外消費税等は、当連結会計年度の費用としております。

ロ　連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
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（未適用の会計基準等）

・「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日）

・「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日）

 

(1）概要

数理計算上の差異及び過去勤務費用は、連結貸借対照表の純資産の部において税効果を調整した上で認識

し、積立状況を示す額を負債又は資産として計上する方法に改定されました。また、退職給付見込額の期間帰

属方法について、期間定額基準のほか給付算定式基準の適用が可能となったほか、割引率の算定方法が改定さ

れました。

 

(2）適用予定日

平成27年２月期の期末より適用予定であります。ただし、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改定につ

いては、平成28年２月期の期首より適用する予定であります。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において、評価中であります。

 

（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めておりました「固定資産除却損」は、営業外費用

の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映

させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示しておりました253

百万円は、「固定資産除却損」84百万円、「その他」169百万円として組み替えております。

 

（追加情報）

賞与支給対象期間の改定

当社グループは、賞与支給対象期間（夏季賞与は３月１日から８月31日を１月１日から６月30日に、冬季賞与

は９月１日から２月末日を７月１日から12月31日に）の改定をいたしました。

なお、移行措置として、平成25年夏季賞与の支給対象期間を平成25年３月１日から平成25年６月30日までとし

て支給しております。

この支給対象期間の変更により、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が、それぞれ、745百万円減

少しております。
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（連結貸借対照表関係）

※１　非連結子会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年２月28日）
当連結会計年度

（平成26年２月28日）

投資有価証券（株式） 21百万円 21百万円

 

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年２月28日）
当連結会計年度

（平成26年２月28日）

建物及び構築物 141百万円 131百万円

 

担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年２月28日）
当連結会計年度

（平成26年２月28日）

長期預り保証金 223百万円 210百万円

長期前受収益 33 31

 

３　当座貸越契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行９行と当座貸越契約を締結しております。当座貸越契

約は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年２月28日）
当連結会計年度

（平成26年２月28日）

当座貸越限度額 22,500百万円 22,500百万円

借入実行残高 － －

差引額 22,500 22,500
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（連結損益計算書関係）

※１　固定資産除却損

固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

建物及び構築物 31百万円 2百万円

有形固定資産「その他」 10 19

無形固定資産 4 57

解体撤去費用 38 86

計 84 166

 

※２　減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前連結会計年度（自　平成24年３月１日　至　平成25年２月28日）

場所 用途 種類 減損損失

大阪府、愛知県等45店舗 ファーマシー事業用店舗等 建物及び構築物等 497百万円

大阪府、埼玉県等18店舗 ドラッグ事業用店舗等 建物及び構築物等 119百万円

埼玉県、愛知県等２物件 賃貸資産等 その他 2百万円

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位としてファーマシー事業及びドラッグ事業は店舗を

基本単位とし、賃貸資産及び遊休資産については物件単位ごとにグルーピングしております。また本社等につい

ては、独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。

営業活動から生ずる利益が継続してマイナスである資産グループについては、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額619百万円を減損損失として特別損失に計上いたしました。その内訳は、建物及び構築物534百

万円、土地36百万円及びその他48百万円であります。

なお、資産グループごとの回収可能価額は、正味売却価額と使用価値とのいずれか高い方の価額で測定してお

ります。

回収可能価額を正味売却価額により測定している場合には、固定資産税評価額を基礎に算定しております。ま

た、使用価値により測定している場合には、将来キャッシュ・フローを5.5～6.5％で割り引いて算定しておりま

す。

 

当連結会計年度（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

場所 用途 種類 減損損失

静岡県、愛知県等24店舗 ファーマシー事業用店舗等 建物及び構築物等 220百万円

埼玉県、兵庫県等36店舗 ドラッグ事業用店舗等 建物及び構築物等 350百万円

愛知県、群馬県等10物件 賃貸資産等 その他 107百万円

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位としてファーマシー事業及びドラッグ事業は店舗を

基本単位とし、賃貸資産及び遊休資産については物件単位ごとにグルーピングしております。また本社等につい

ては、独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。

営業活動から生ずる利益が継続してマイナスである資産グループについては、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額678百万円を減損損失として特別損失に計上いたしました。その内訳は、建物及び構築物624百

万円、土地０百万円及びその他54百万円であります。

なお、資産グループごとの回収可能価額は、正味売却価額と使用価値とのいずれか高い方の価額で測定してお

ります。

回収可能価額を正味売却価額により測定している場合には、固定資産税評価額を基礎に算定しております。ま

た、使用価値により測定している場合には、将来キャッシュ・フローを6.0％で割り引いて算定しております。
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（連結包括利益計算書関係）

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 21百万円 19百万円

組替調整額 － －

税効果調整前 21 19

税効果額 △7 △6

その他有価証券評価差額金 14 12

その他の包括利益合計 14 12

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成24年３月１日　至平成25年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 63,330,838 － － 63,330,838

合計 63,330,838 － － 63,330,838

自己株式     

普通株式（注） 13,676 599 － 14,275

合計 13,676 599 － 14,275

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加599株は単元未満株式の買取りにより取得したものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年４月10日

取締役会
普通株式 1,139 18 平成24年２月29日 平成24年５月25日

平成24年10月２日

取締役会
普通株式 759 12 平成24年８月31日 平成24年11月５日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年４月９日

取締役会
普通株式 949 利益剰余金 15 平成25年２月28日 平成25年５月24日
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当連結会計年度（自平成25年３月１日　至平成26年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 63,330,838 － － 63,330,838

合計 63,330,838 － － 63,330,838

自己株式     

普通株式（注） 14,275 934 － 15,209

合計 14,275 934 － 15,209

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加934株は単元未満株式の買取りにより取得したものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年４月９日

取締役会
普通株式 949 15 平成25年２月28日 平成25年５月24日

平成25年10月１日

取締役会
普通株式 1,013 16 平成25年８月31日 平成25年11月５日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年４月８日

取締役会
普通株式 1,519 利益剰余金 24 平成26年２月28日 平成26年５月30日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

現金及び預金勘定 41,627百万円 44,504百万円

有価証券 12,693 17,605

預入期間が３ケ月を超える定期預金及び有価証券 △27,693 △36,605

現金及び現金同等物 26,627 25,504
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（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引
所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容
（ア）有形固定資産

主として、ファーマシー事業における建物及び構築物、器具備品であります。
（イ）無形固定資産

ソフトウエアであります。
②　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項　（2）重要な減価償却資
産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
 
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成21年２月28日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであ
ります。

 
(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度（平成25年２月28日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

建物及び構築物 520 164 355

有形固定資産「その他」 321 270 51

無形固定資産「その他」 14 12 1

合計 856 446 409

 
（単位：百万円）

 

 
当連結会計年度（平成26年２月28日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

建物及び構築物 520 193 326

有形固定資産「その他」 137 131 6

合計 657 325 332

 
(2）未経過リース料期末残高相当額等

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成25年２月28日）
当連結会計年度

（平成26年２月28日）

未経過リース料期末残高相当額   

１年内 65 24

１年超 443 413

合計 508 438
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(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失
（単位：百万円）

 

 
前連結会計年度

（自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

支払リース料 209 129

減価償却費相当額 155 76

支払利息相当額 67 64

減損損失 － －

 
(4）減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
 

(5）利息相当額の算定方法
　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利
息法によっております。

 
２．オペレーティング・リース取引
　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成25年２月28日）
当連結会計年度

（平成26年２月28日）

１年内 459 369

１年超 2,487 1,959

合計 2,946 2,329

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項
(1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、事業活動を行うために必要な運転資金及び設備投資資金については、全額自己資金を充
当しております。
一時的な余資を含めた資金運用については、主に短期的な預金・譲渡性預金等の安全性の高い金融資産で

運用しております。
 

(2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。
有価証券及び投資有価証券は、主に金銭信託、金融機関に対する譲渡性預金、業務上の関係を有する企業

の株式及び投資信託であります。金銭信託、業務上の関係を有する企業の株式及び投資信託は市場価値の変
動リスクに晒されております。
差入保証金は、主に賃借契約によるものであり、取引先企業等の信用リスクに晒されております。
営業債務である買掛金は、すべて90日以内の支払期日であります。

 
(3）金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク

社内規程に従い営業債権及び差入保証金については、与信管理担当部門が主要な取引先の状況を定期的
にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念
の早期把握や軽減を図っております。

②　市場リスク
有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、

市況を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
③　資金調達に係る流動性リスク

当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動
性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社においても同様であります。

 
(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価値がない場合には合理的に算定された価額が
含まれております。
当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当

該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する
ことが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前連結会計年度（平成25年２月28日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 41,627 41,627 －

(2）売掛金 9,089 9,089 －

(3）有価証券及び投資有価証券 12,787 12,787 －

(4）長期貸付金 94   

貸倒引当金(*) △94   

 － － －

(5）差入保証金 14,870 13,818 △1,052

資産計 78,374 77,322 △1,052

(1）買掛金 36,510 36,510 －

(2）未払法人税等 2,947 2,947 －

負債計 39,458 39,458 －

(*) 個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

 

当連結会計年度（平成26年２月28日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 44,504 44,504 －

(2）売掛金 11,111 11,111 －

(3）有価証券及び投資有価証券 17,717 17,717 －

(4）長期貸付金 0   

貸倒引当金(*) △0   

 － － －

(5）差入保証金 15,409 14,312 △1,097

資産計 88,743 87,645 △1,097

(1）買掛金 39,956 39,956 －

(2）未払法人税等 3,525 3,525 －

負債計 43,481 43,481 －

(*) 個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

 
（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資　産
(1）現金及び預金、(2）売掛金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

(3）有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、投資信託については、公表されている基準

価格によっております。また、譲渡性預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと
から、当該帳簿価額によっております。
金銭信託については、取引金融機関等から提示された価格によっております。
また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

(4）長期貸付金
長期貸付金の時価については、財務内容等を勘案し、個別に引当金の計上を行っているため、貸倒見積

額を控除した金額をもって時価としております。
(5）差入保証金

差入保証金の時価については、回収可能性を反映した将来キャッシュ・フローを残存期間に対応する国
債の利回り等適切な指標による利率で割引いた現在価値により算定しております。

 
負　債
(1）買掛金、(2）未払法人税等

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

EDINET提出書類

スギホールディングス株式会社(E03344)

有価証券報告書

51/91



２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円）

 

区分
前連結会計年度

（平成25年２月28日）
当連結会計年度

（平成26年２月28日）

投資有価証券（非上場株式） 0 0

関係会社株式（非上場株式） 21 21

投資事業有限責任組合への出資金 165 295

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を
把握することが極めて困難と認められるため「(3) 有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

 
３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成25年２月28日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 41,627 － － －

売掛金 9,089 － － －

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券のうち満期
があるもの

5,500 － － －

長期貸付金 － 0 － 93

差入保証金 1,201 2,715 4,123 6,830

合計 57,417 2,715 4,123 6,924

 
当連結会計年度（平成26年２月28日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 44,504 － － －

売掛金 11,111 － － －

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券のうち満期
があるもの

9,500 － － －

長期貸付金 － 0 － －

差入保証金 1,059 3,065 3,981 7,303

合計 66,174 3,065 3,981 7,303

 
４．リース債務の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成25年２月28日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

リース債務 58 27 25 17 16 55

 
当連結会計年度（平成26年２月28日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

リース債務 50 49 43 43 44 121
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（有価証券関係）

１．売買目的有価証券

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成25年２月28日）
当連結会計年度

（平成26年２月28日）

連結会計年度の損益に含まれた評価差額 2,511 912

 

２．その他有価証券

前連結会計年度（平成25年２月28日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 51 17 33

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 33 26 6

小計 85 44    40

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 8 8 △0

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 5,500 5,500 －

小計 5,508 5,508 △0

合計 5,593 5,553 40

(注) 非上場株式（連結貸借対照表計上額０百万円）及び投資事業有限責任組合への出資金（連結貸借対照表計上額165

百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その

他有価証券」には含めておりません。
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当連結会計年度（平成26年２月28日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 68 26 42

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 43 26 16

小計 112 53 59

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 9,500 9,500 －

小計 9,500 9,500 －

合計 9,612 9,553 59

(注) 非上場株式（連結貸借対照表計上額０百万円）及び投資事業有限責任組合への出資金（連結貸借対照表計上額295

百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その

他有価証券」には含めておりません。

 

３．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成24年３月１日　至　平成25年２月28日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（平成25年２月28日）

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

 

当連結会計年度（平成26年２月28日）

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社グループは、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。

一部の連結子会社は、確定拠出年金制度及び前払退職金制度を設けております。

 

２．退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成25年２月28日）
当連結会計年度

（平成26年２月28日）

(1）退職給付債務（百万円） △2,727  △3,316  

(2）年金資産（百万円） －  －  

(3）未積立退職給付債務(1）＋(2）（百万円） △2,727  △3,316  

(4）未認識数理計算上の差異（百万円） 87  147  

(5）未認識過去勤務債務（債務の減額）（百万円） △25  186  

(6）連結貸借対照表計上額純額(3）＋(4）＋(5）（百万円) △2,665  △2,982  

(7）前払年金費用（百万円） －  －  

(8）退職給付引当金(6）－(7）（百万円） △2,665  △2,982  

 

３．退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

退職給付費用（百万円） 498 670

(1）勤務費用（百万円） 407 426

(2）利息費用（百万円） 35 40

(3）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 46 44

(4）過去勤務債務の費用処理額（百万円） △25 △25

(5）その他（百万円） 33 184

（注）「その他」は、確定拠出年金への掛金支払額及び前払退職金制度による従業員に対する前払退職金支給額であり

ます。

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1）退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

 

(2）割引率

前連結会計年度
（自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

1.5％ 1.5％

 

(3）過去勤務債務の額の処理年数

５年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により費用処理しておりま

す。）

 

(4）数理計算上の差異の処理年数

３年～５年（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。）
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成25年２月28日）
 

当連結会計年度
（平成26年２月28日）

繰延税金資産（流動）    

未払事業税 300百万円 425百万円

賞与引当金 145  507

一括償却資産限度額超過額 81  66

未払事業所税 72  78

繰越欠損金 480  －

その他 70  162

小計 1,149  1,240

評価性引当額 △0  △3

合計 1,148  1,236

繰延税金負債（流動）    

有価証券評価益 △820  △1,160

合計 △820  △1,160

繰延税金資産（固定）    

貸倒引当金 250  204

長期未払金 215  214

退職給付引当金 968  1,081

減価償却超過額 664  871

減損損失 1,143  1,139

資産除去債務 994  1,061

繰越欠損金 518  259

その他 405  401

小計 5,162  5,234

評価性引当額 △976  △877

合計 4,185  4,356

繰延税金負債（固定）    

長期前払家賃 △295  △299

資産除去債務に対応する除去費用 △500  △513

その他有価証券評価差額金 △14  △20

その他 △39  △36

合計 △849  △870

繰延税金資産の純額 3,664  3,562

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成25年２月28日）
 

当連結会計年度
（平成26年２月28日）

法定実効税率 39.9％  37.3％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7  0.5

住民税均等割 0.3  0.3

連結子会社との税率差による影響額 1.1  1.0

その他 0.8  0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.8  39.5
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３．決算日後の法人税等の税率の変更

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４

月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税金資

産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成27年３月１日に開始する事業年度に解消が見込ま

れる一時差異については従来の37.3％から34.9％になります。

　この税率変更による財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

（企業結合等関係）

（連結子会社の吸収分割）

当社の連結子会社である株式会社スギ薬局と同じく連結子会社である株式会社ジャパンは、平成24年９月17日開

催の両社取締役会において、株式会社ジャパンのドラッグ事業を株式会社スギ薬局に吸収分割により承継させるこ

とを決議し、平成25年３月１日に吸収分割いたしました。

（1）取引の概要

①　対象となった事業の名称及びその事業の内容

事業の名称　当社の連結子会社である株式会社ジャパンのドラッグ事業

事業の内容　日用雑貨・食品を中心として、医薬品・健康食品・化粧品等を販売するドラッグストアの経営

を行っております。

②　企業結合日

平成25年３月１日

③　企業結合の法的形式

株式会社ジャパンを吸収分割会社、株式会社スギ薬局を吸収分割承継会社とする会社分割

④　結合後企業の名称

株式会社スギ薬局

⑤　その他取引の概要に関する事項

「商勢圏内市場シェア拡大」を目的とした「スギ薬局」及び「ジャパン」既存店舗の再編・整備の加速、

「事業拡大の加速化」を目的としたドラッグストア「ジャパン」の出店を円滑に遂行するため、株式会社

ジャパンのドラッグ事業を株式会社スギ薬局に承継させるものであります。

(2) 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日公表分）に基づき、共通支

配下の取引として会計処理をしております。

なお、これによる連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（連結子会社の吸収合併）

当社と当社の連結子会社である株式会社ジャパンは、平成24年９月17日開催の両社取締役会において、当社を吸

収合併存続会社、株式会社ジャパンを吸収合併消滅会社とする吸収合併を行うことを決議し、平成25年３月１日に

吸収合併いたしました。

（1）取引の概要

①　対象となった事業の名称及びその事業の内容

事業の名称　当社の連結子会社である株式会社ジャパンの資産の運用・管理事業

事業の内容　株式会社ジャパンの資産の運用・管理事業に関する権利義務等

②　企業結合日

平成25年３月１日

③　企業結合の法的形式

当社を吸収合併存続会社、株式会社ジャパンを吸収合併消滅会社とする吸収合併

④　結合後企業の名称

スギホールディングス株式会社

⑤　その他取引の概要に関する事項

グループの資産等の管理業務を当社に集約する方針に基づき、吸収合併消滅会社である株式会社ジャパン

の資産の運用・管理事業に関する権利義務等を吸収合併存続会社である当社に承継させるものであります。
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(2) 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日公表分）に基づき、共通支

配下の取引として会計処理をしております。

なお、これによる連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

店舗等の定期借地権契約及び不動産賃貸借契約等に伴う原状回復義務等であります。

 

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を当該契約期間及び建物の耐用年数に応じて10～34年と見積り、割引率は0.80～2.16％を使

用して資産除去債務の金額を計算しております。

 

ハ　当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

期首残高 2,666百万円 2,862百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 195 216

時の経過による調整額 51 54

資産除去債務の履行による減少額 △50 △42

期末残高 2,862 3,090

 

（賃貸等不動産関係）

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。

当社グループは、医薬品・健康食品・化粧品・日用品等を販売するとともに、処方箋調剤や地域の医療関係者

と連携した在宅医療に取り組む「地域医療対応型ドラッグストア」の経営を主たる業務とする「ファーマシー事

業」と、日用雑貨・食品を中心として、医薬品・健康食品・化粧品等を販売するドラッグストアの経営を主たる

業務とする「ドラッグ事業」の２つを報告セグメントとしており、それぞれ包括的な戦略を立案し、事業活動を

展開しております。

「ファーマシー事業」は、「スギ薬局」、「スギドラッグ」及び「ドラッグスギ」の店舗を展開しておりま

す。「ドラッグ事業」は、「ジャパン」の店舗を展開しております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と同一であります。

報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値であります

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　平成24年３月１日　至　平成25年２月28日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計　上　額
(注)２ 

ファーマシー
事業

ドラッグ
事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 269,655 73,957 343,613 － 343,613

セグメント間の内部売上高
又は振替高

2 － 2 △2 －

計 269,657 73,957 343,615 △2 343,613

セグメント利益 16,558 3,186 19,745 △1,323 18,421

セグメント資産 92,328 20,313 112,641 52,142 164,783

その他の項目      

減価償却費 (注)３ 3,789 822 4,611 175 4,787

有形固定資産及び無形固定
資産の増加額

6,633 1,350 7,984 233 8,217

(注) １．調整額は以下のとおりであります。

(１) セグメント利益の調整額△1,323百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

(２) セグメント資産の調整額 52,142百万円には、報告セグメント間取引の相殺消去△18百万円及び全社資

産 52,161百万円が含まれております。全社資産は、主に当社での余資運用資金（現金及び預金、有価証

券）、賃貸資産に係る資産であります。

(３) 減価償却費の調整額 175百万円には、主に賃貸資産に係る資産の償却額が含まれております。

(４) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額 233百万円は、主に管理部門に係る資産であります。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

３．減価償却費には、長期前払費用に係る償却費が含まれております。
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当連結会計年度（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計　上　額
(注)２ 

ファーマシー
事業

ドラッグ
事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 289,191 76,008 365,200 － 365,200

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 289,191 76,008 365,200 － 365,200

セグメント利益 18,266 2,889 21,155 △1,051 20,103

セグメント資産 99,463 19,152 118,616 63,655 182,272

その他の項目      

減価償却費 (注)３ 4,044 808 4,852 142 4,994

有形固定資産及び無形固定
資産の増加額

5,993 697 6,691 482 7,173

(注) １．調整額は以下のとおりであります。

(１) セグメント利益の調整額△1,051百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

(２) セグメント資産の調整額 63,655百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。

全社資産は、主に当社での余資運用資金（現金及び預金、有価証券）、賃貸資産に係る資産であります。

(３) 減価償却費の調整額 142百万円には、主に賃貸資産に係る資産の償却額が含まれております。

(４) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額 482百万円は、主に管理部門に係る資産であります。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

３．減価償却費には、長期前払費用に係る償却費が含まれております。

４．追加情報

「追加情報」に記載のとおり、当社グループは賞与支給対象期間の改定をいたしました。これにより、

従来の方法に比べて、当連結会計年度のセグメント利益が、「ファーマシー事業」で596百万円、「ド

ラッグ事業」で125百万円、「全社費用」で22百万円それぞれ減少しております。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自平成24年３月１日 至平成25年２月28日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

本邦以外の地域に所在する有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成25年３月１日 至平成26年２月28日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

本邦以外の地域に所在する有形固定資産がないため、該当事項はありません。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自平成24年３月１日 至平成25年２月28日）

   （単位：百万円）

 ファーマシー ドラッグ 調整額 合計

減損損失 497 119 2 619

 

当連結会計年度（自平成25年３月１日 至平成26年２月28日）

   （単位：百万円）

 ファーマシー ドラッグ 調整額 合計

減損損失 220 350 107 678

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自平成24年３月１日 至平成25年２月28日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成25年３月１日 至平成26年２月28日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自平成24年３月１日 至平成25年２月28日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成25年３月１日 至平成26年２月28日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自平成24年３月１日　至平成25年２月28日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

役員及び

その近親

者

杉浦広一 － －
当社代表取
締役会長

（被所有）
　直接 2.99

土地の賃借

土地の賃借

(注１)
2 前払費用 0

土地賃貸借
契約に伴う
連帯保証
(注２)

9 － －

杉浦やゑ子

(杉浦広一

の母)

－ － － － 土地の賃借
土地の賃借

(注１)
2 前払費用 0

(注)　取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 取引金額は、土地賃借料（年額）であり、近隣の相場を参考にしております。

(2) 連帯保証について保証料等の支払い及び担保提供は行っておりません。

 

当連結会計年度（自平成25年３月１日　至平成26年２月28日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

役員及び

その近親

者

杉浦広一 － －
当社代表取
締役会長

（被所有）
　直接 2.99

土地の賃借

土地の賃借

(注１)
2 前払費用 0

土地賃貸借
契約に伴う
連帯保証
(注２)

9 － －

杉浦やゑ子

(杉浦広一

の母)

－ － － － 土地の賃借
土地の賃借

(注１)
2 前払費用 0

(注)　取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 取引金額は、土地賃借料（年額）であり、近隣の相場を参考にしております。

(2) 連帯保証について保証料等の支払い及び担保提供は行っておりません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

１株当たり純資産額 1,641円72銭 1,813円29銭

１株当たり当期純利益金額 199円47銭 202円48銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度末

 （平成25年２月28日）
当連結会計年度末

 （平成26年２月28日）

純資産の部の合計額（百万円） 103,948 114,809

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 103,948 114,809

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末

の普通株式の数（株）
63,316,563 63,315,629

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

 当期純利益（百万円） 12,630 12,820

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

 普通株式に係る当期純利益（百万円） 12,630 12,820

 期中平均株式数（株） 63,316,941 63,316,016

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 0 1 － －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 58 50 4.0 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを

除く。）
－ － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを

除く。）
142 303 4.0 平成27年～36年

その他有利子負債 － － － －

計 200 355 － －

(注) １．リース債務の平均利率については、期末リース債務残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内

（百万円）

２年超３年以内

（百万円）

３年超４年以内

（百万円）

４年超５年以内

（百万円）

　リース債務 　49 　43 　43 　44

 

【資産除去債務明細表】

本明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、資産

除去債務明細表の記載を省略しております。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 90,441 184,432 273,439 365,200

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
7,452 12,350 17,441 21,187

四半期（当期）純利益金額

（百万円）
4,470 7,427 10,494 12,820

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
70.60 117.30 165.74 202.48

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
70.60 46.70 48.44 36.74
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成25年２月28日)
当事業年度

(平成26年２月28日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 35,009 37,803

売掛金 714 688

有価証券 12,693 17,605

前払費用 1,371 1,417

関係会社短期貸付金 712 4

未収入金 ※２ 43,932 ※２ 56,830

その他 12 55

貸倒引当金 △0 △1

流動資産合計 94,446 114,404

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※１ 29,914 ※１ 40,118

減価償却累計額 △11,352 △16,975

建物（純額） 18,562 23,143

構築物 ※１ 3,377 ※１ 4,415

減価償却累計額 △2,162 △2,913

構築物（純額） 1,214 1,501

車両運搬具 7 7

減価償却累計額 △6 △7

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 439 1,056

減価償却累計額 △369 △908

工具、器具及び備品（純額） 69 148

土地 5,399 5,685

リース資産 188 404

減価償却累計額 △38 △79

リース資産（純額） 149 324

建設仮勘定 951 198

有形固定資産合計 26,348 31,001

無形固定資産   

借地権 469 886

ソフトウエア 987 637

リース資産 0 0

その他 202 410

無形固定資産合計 1,659 1,934
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成25年２月28日)
当事業年度

(平成26年２月28日)

投資その他の資産   

投資有価証券 233 407

関係会社株式 2,514 2,461

出資金 8 8

長期貸付金 0 0

関係会社長期貸付金 266 240

長期前払費用 1,165 1,326

繰延税金資産 456 1,081

差入保証金 12,181 15,273

その他 1,093 316

貸倒引当金 △832 △276

投資その他の資産合計 17,087 20,840

固定資産合計 45,095 53,776

資産合計 139,541 168,180

負債の部   

流動負債   

短期借入金 ※２ 2,295 ※２ 9,397

リース債務 24 46

未払金 ※２ 36,759 ※２ 39,710

未払法人税等 1,997 2,329

未払消費税等 47 －

繰延税金負債 703 1,002

前受金 87 93

預り金 9 9

賞与引当金 17 26

その他 35 50

流動負債合計 41,977 52,666

固定負債   

リース債務 137 302

退職給付引当金 67 81

資産除去債務 2,472 3,036

その他 ※１ 1,294 ※１ 1,572

固定負債合計 3,972 4,993

負債合計 45,949 57,660
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成25年２月28日)
当事業年度

(平成26年２月28日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,434 15,434

資本剰余金   

資本準備金 24,632 24,632

資本剰余金合計 24,632 24,632

利益剰余金   

利益準備金 90 90

その他利益剰余金   

別途積立金 38,540 43,540

繰越利益剰余金 14,911 26,825

利益剰余金合計 53,541 70,455

自己株式 △37 △41

株主資本合計 93,571 110,481

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 20 38

評価・換算差額等合計 20 38

純資産合計 93,591 110,520

負債純資産合計 139,541 168,180
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②【損益計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成24年３月１日
　至　平成25年２月28日)

当事業年度
(自　平成25年３月１日
　至　平成26年２月28日)

売上高   

関係会社賃貸収入 15,983 20,170

売上高合計 15,983 20,170

営業収益   

経営管理料 6,542 7,294

関係会社受取配当金 8,090 9,110

その他の営業収益 30 35

営業収益合計 14,662 16,439

売上高・営業収益合計 ※１ 30,646 ※１ 36,609

売上原価   

関係会社賃貸原価 14,977 19,113

売上原価合計 14,977 19,113

売上総利益 ※２ 1,006 ※２ 1,056

販売費及び一般管理費   

役員報酬 246 225

給料手当及び賞与 1,870 321

賞与引当金繰入額 17 26

退職給付費用 22 21

減価償却費 185 256

消耗品費 161 192

租税公課 176 208

交際費 370 286

支払手数料 435 260

その他 898 472

販売費及び一般管理費合計 4,384 2,272

営業利益 11,284 15,223

営業外収益   

受取利息 144 163

有価証券利息 19 16

有価証券評価益 2,511 912

受取賃貸料 716 1,203

その他 385 157

営業外収益合計 3,777 2,454

営業外費用   

支払利息 30 43

賃貸収入原価 665 970

その他 132 262

営業外費用合計 829 1,277

経常利益 14,233 16,401
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成24年３月１日
　至　平成25年２月28日)

当事業年度
(自　平成25年３月１日
　至　平成26年２月28日)

特別利益   

抱合せ株式消滅差益 － 5,534

特別利益合計 － 5,534

特別損失   

減損損失 ※３ 251 ※３ 327

特別損失合計 251 327

税引前当期純利益 13,981 21,607

法人税、住民税及び事業税 1,680 1,932

法人税等調整額 737 798

法人税等合計 2,417 2,731

当期純利益 11,564 18,876
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自平成24年３月１日　至平成25年２月28日）

      (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
資本剰余金合
計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合
計

 別途積立金
繰越利益剰余
金

当期首残高 15,434 24,632 24,632 90 33,540 10,246 43,877

当期変動額        

別途積立金の積立     5,000 △5,000 －

剰余金の配当      △1,899 △1,899

当期純利益      11,564 11,564

自己株式の取得        

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

       

当期変動額合計 － － － － 5,000 4,664 9,664

当期末残高 15,434 24,632 24,632 90 38,540 14,911 53,541

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

当期首残高 △35 83,908 9 9 83,917

当期変動額      

別途積立金の積立      

剰余金の配当  △1,899   △1,899

当期純利益  11,564   11,564

自己株式の取得 △1 △1   △1

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

  11 11 11

当期変動額合計 △1 9,662 11 11 9,674

当期末残高 △37 93,571 20 20 93,591
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当事業年度（自平成25年３月１日　至平成26年２月28日）

      (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
資本剰余金合
計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合
計

 別途積立金
繰越利益剰余
金

当期首残高 15,434 24,632 24,632 90 38,540 14,911 53,541

当期変動額        

別途積立金の積立     5,000 △5,000 －

剰余金の配当      △1,962 △1,962

当期純利益      18,876 18,876

自己株式の取得        

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

       

当期変動額合計 － － － － 5,000 11,913 16,913

当期末残高 15,434 24,632 24,632 90 43,540 26,825 70,455

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

当期首残高 △37 93,571 20 20 93,591

当期変動額      

別途積立金の積立  －   －

剰余金の配当  △1,962   △1,962

当期純利益  18,876   18,876

自己株式の取得 △3 △3   △3

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

  18 18 18

当期変動額合計 △3 16,910 18 18 16,928

当期末残高 △41 110,481 38 38 110,520
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 売買目的有価証券

時価法（売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

(2) 子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

(3) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）を採用

しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　８～39年

構築物　　　　　10～20年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

ソフトウエア　　　　５年

(3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成21年２月28日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(4) 長期前払費用

定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額に基づき当事業年度負担額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額

法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(2) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
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（表示方法の変更）

（損益計算書）

　前事業年度において、「販売費及び一般管理費」の「その他」に含めておりました「消耗品費」及び「租税公

課」は、販売費及び一般管理費の総額の100分の５を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしました。

また、前事業年度まで独立掲記しておりました「販売費及び一般管理費」の「法定福利及び厚生費」は、当事業年

度において販売費及び一般管理費の総額の100分の５以下となったため、「販売費及び一般管理費」の「その他」

に含めて表示することとしました。これらの表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを

行っております。

　この結果、前事業年度の損益計算書において、「販売費及び一般管理費」に表示しておりました「その他」955

百万円及び「法定福利及び厚生費」281百万円は、「消耗品費」161百万円、「租税公課」176百万円及び「その

他」898百万円として組み替えております。
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（追加情報）

（賞与支給対象期間の改定）

当社グループは、賞与支給対象期間（夏季賞与は３月１日から８月31日を１月１日から６月30日に、冬期賞与は

９月１日から２月末日を７月１日から12月31日に）の改定をいたしました。

なお、移行措置として、平成25年夏季賞与の支給対象期間を平成25年３月１日から平成25年６月30日までとして

支給しております。

この支給対象期間の変更により、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、それぞれ、22百万円減少してお

ります。

 

（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成25年２月28日）
当事業年度

（平成26年２月28日）

建物 141百万円 131百万円

構築物 0 0

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成25年２月28日）
当事業年度

（平成26年２月28日）

長期預り保証金 223百万円 210百万円

長期前受収益 33 31

 

※２　関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

 
前事業年度

（平成25年２月28日）
当事業年度

（平成26年２月28日）

流動資産   

未収入金 37,555百万円 49,419百万円

流動負債   

短期借入金 2,295 9,397

未払金 5,223 5,641

 

３　当座貸越契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行９行と当座貸越契約を締結しております。当座貸越契

約は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成25年２月28日）
当事業年度

（平成26年２月28日）

当座貸越限度額 22,500百万円 22,500百万円

借入実行残高 － －

差引額 22,500 22,500
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

前事業年度
（自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日）

当事業年度
（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

売上高・営業収益 30,616百万円  36,574百万円

 

※２　「売上総利益」は「売上高」から「売上原価」を控除した金額を示しております。

 

※３　減損損失

当社は以下の資産の資産グループについて減損損失を計上しました。

前事業年度（自　平成24年３月１日　至　平成25年２月28日）

場所 用途 種類 減損損失

大阪府等27店舗 店舗等 建物及び構築物等 251百万円

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位とし、賃貸資産及び遊休資産について

は物件単位ごとにグルーピングしております。

営業活動から生ずる利益が継続してマイナスである資産グループについては、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額251百万円を減損損失として特別損失に計上いたしました。

その内訳は、建物199百万円、構築物４百万円、土地30百万円、工具、器具及び備品０百万円、建設仮勘定６百

万円、借地権８百万円及び長期前払費用２百万円であります。

なお、資産グループごとの回収可能価額は、正味売却価額と使用価値とのいずれか高い方の価値で測定してお

ります。

回収可能価額を正味売却価額により測定している場合には、固定資産税評価額を基礎に算定しております。ま

た、使用価値により測定している場合には、将来キャッシュ・フローを6.0％で割り引いて算定しております。

 

当事業年度（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

場所 用途 種類 減損損失

埼玉県等47店舗 店舗等 建物及び構築物等 327百万円

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位とし、賃貸資産及び遊休資産について

は物件単位ごとにグルーピングしております。

営業活動から生ずる利益が継続してマイナスである資産グループについては、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額327百万円を減損損失として特別損失に計上いたしました。

その内訳は、建物295百万円、構築物13百万円、土地３百万円、工具、器具及び備品６百万円、建設仮勘定５百

万円、借地権２百万円、施設利用権０百万円及び長期前払費用０百万円であります。

なお、資産グループごとの回収可能価額は、正味売却価額と使用価値とのいずれか高い方の価値で測定してお

ります。

回収可能価額を正味売却価額により測定している場合には、固定資産税評価額を基礎に算定しております。ま

た、使用価値により測定している場合には、将来キャッシュ・フローを6.0％で割り引いて算定しております。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成24年３月１日　至平成25年２月28日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末株式数
（株）

普通株式（注） 13,676 599 － 14,275

合計 13,676 599 － 14,275

(注) 普通株式の自己株式の増加599株は単元未満株式の買取りによるものであります。

 

当事業年度（自平成25年３月１日　至平成26年２月28日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末株式数
（株）

普通株式（注） 14,275 934 － 15,209

合計 14,275 934 － 15,209

(注) 普通株式の自己株式の増加934株は単元未満株式の買取りによるものであります。
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（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

主として、ファーマシー事業における賃貸用建物であります。

（イ）無形固定資産

ソフトウエアであります。

②　リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「２．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成21年２月28日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであ
ります。

 
(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：百万円）
 

 
前事業年度（平成25年２月28日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

建物 520 164 355

工具、器具及び備品 4 3 1

ソフトウエア 2 1 0

合計 527 169 357

 
（単位：百万円）

 

 
当事業年度（平成26年２月28日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

建物 520 193 326

工具、器具及び備品 6 6 0

合計 527 200 326

 
(2）未経過リース料期末残高相当額等

（単位：百万円）
 

 
前事業年度

（平成25年２月28日）
当事業年度

（平成26年２月28日）

未経過リース料期末残高相当額   

１年内 18 19

１年超 437 412

合計 456 431
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(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失
（単位：百万円）

 

 
前事業年度

（自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日）

当事業年度
（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

支払リース料 82 82

減価償却費相当額 31 31

支払利息相当額 65 63

減損損失 － －

 
(4）減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
 

(5）利息相当額の算定方法
　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利
息法によっております。

 
２．オペレーティング・リース取引
　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前事業年度

（平成25年２月28日）
当事業年度

（平成26年２月28日）

１年内 368 369

１年超 1,955 1,959

合計 2,323 2,329

 

（有価証券関係）

子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額2,461百万円、前事業年度の貸借対照表計上額2,514百万円）は、市

場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成25年２月28日）
 

当事業年度
（平成26年２月28日）

繰延税金資産（流動）    

未払事業税 79百万円 112百万円

一括償却資産限度額超過額 14  12

その他 24  33

合計 117  158

繰延税金負債（流動）    

有価証券評価益 △820  △1,160

合計 △820  △1,160

繰延税金資産（固定）    

貸倒引当金 293  96

長期未払金 214  214

関係会社株式評価損 747  747

減価償却超過額 349  790

減損損失 332  604

資産除去債務 862  1,059

その他 375  595

計 3,176  4,107

評価性引当額 △1,112  △1,332

合計 2,064  2,774

繰延税金負債（固定）    

長期前払家賃 △259  △299

関係会社株式 △823  △823

資産除去債務に対応する除去費用 △475  △513

その他有価証券評価差額金 △11  △20

その他 △38  △36

計 △1,607  △1,693

繰延税金資産の純額 －  79

繰延税金負債の純額 △246  －

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成25年２月28日）
 

当事業年度
（平成26年２月28日）

法定実効税率 39.9％  37.3％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.1  0.5

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △23.1  △15.7

住民税均等割 0.1  0.0

評価性引当額の減少 △0.7  △0.1

抱合せ株式消滅差益 －  △9.6

その他 0.1  0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 17.3  12.6
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３．決算日後の法人税等の税率の変更

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４

月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税金資

産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成27年３月１日に開始する事業年度に解消が見込ま

れる一時差異については従来の37.3％から34.9％になります。

　この税率変更による財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

（企業結合等関係）

(連結子会社の吸収合併)

当社と当社の連結子会社である株式会社ジャパンは、平成24年９月17日開催の両社取締役会において、当社を吸収

合併存続会社、株式会社ジャパンを吸収合併消滅会社とする吸収合併を行うことを決議し、平成25年３月１日に吸収

合併いたしました。

(1) 取引の概要

①　対象となった事業の名称及びその事業の内容

事業の名称　当社の連結子会社である株式会社ジャパンの資産の運用・管理事業

事業の内容　株式会社ジャパンの資産の運用・管理事業に関する権利義務等

②　企業結合日

平成25年３月１日

③　企業結合の法的形式

当社を吸収合併存続会社、株式会社ジャパンを吸収合併消滅会社とする吸収合併

④　結合後企業の名称

スギホールディングス株式会社

⑤　その他取引の概要に関する事項

グループの資産等の管理業務を当社に集約する方針に基づき、吸収合併消滅会社である株式会社ジャパンの資産

の運用・管理事業に関する権利義務等を吸収合併存続会社である当社に承継させるものであります。

(2) 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日公表分）に基づき、共通支

配下の取引として会計処理をしております。

なお、これにより、平成26年２月期において、抱合せ株式消滅差益5,534百万円を特別利益に計上しております。
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

店舗等の定期借地権契約及び不動産賃貸借契約等に伴う原状回復義務等であります。

 

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を当該契約期間及び建物の耐用年数に応じて10～34年と見積り、割引率は0.80～2.16％を使

用して資産除去債務の金額を計算しております。

 

ハ　当該資産除去債務の総額の増減

 
前事業年度

（自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日）

当事業年度
（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

期首残高 2,292百万円 2,507百万円

合併による増加額 － 353

有形固定資産の取得に伴う増加額 195 214

時の経過による調整額 45 54

資産除去債務の履行による減少額 △25 △42

期末残高 2,507 3,087

 

 

（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

１株当たり純資産額 1,478円16銭 1,745円55銭

１株当たり当期純利益金額 182円64銭 298円14銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度末

 （平成25年２月28日）
当事業年度末

 （平成26年２月28日）

純資産の部の合計額（百万円） 93,591 110,520

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 93,591 110,520

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末

の普通株式の数（株）
63,316,563 63,315,629

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日)

当事業年度
(自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日)

当期純利益（百万円） 11,564 18,876

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 11,564 18,876

期中平均株式数（株） 63,316,941 63,316,016

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）

投資有価証

券

その他有

価証券
株式（８銘柄） 46,131 69

計 46,131 69

 

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額

（百万円）

有価証券

売買目的

有価証券

（金銭信託）   

　特定運用金銭信託 100 8,105

小計 100 8,105

その他有

価証券

（譲渡性預金）   

　㈱京都銀行 － 2,000

　大阪府信用農業協同組合連合会 － 2,000

　㈱大垣共立銀行 － 1,000

（合同運用指定金銭信託）   

　実績配当型金銭信託「Regista」13-

12,14-01,14-02
－ 4,500

小計 － 9,500

投資有価証

券

その他有

価証券

（投資信託受益証券）   

　証券投資信託受益証券（２銘柄） 54,242,430 43

（投資事業有限責任組合）   

　ＡＣＡヘルスケア・アセット１号 10 295

小計 54,242,440 338

計 54,242,540 17,944
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 29,914 10,885
680

(295)
40,118 16,975 2,306 23,143

構築物 3,377 1,108
70

(13)
4,415 2,913 266 1,501

車両運搬具 7 － － 7 7 0 0

工具、器具及び備品 439 641
23

(6)
1,056 908 121 148

土地 5,399 435
149

(3)
5,685 － － 5,685

リース資産 188 216 － 404 79 41 324

建設仮勘定 951 6,140
6,894

(5)
198 － － 198

有形固定資産計 40,277 19,427
7,818

(324)
51,886 20,884 2,735 31,001

無形固定資産        

借地権 469 419
2

(2)
886 － － 886

ソフトウエア 2,188 267 187 2,268 1,631 562 637

リース資産 2 － － 2 2 0 0

その他 225 284
73

(0)
435 25 2 410

無形固定資産計 2,885 971
264

(2)
3,593 1,658 565 1,934

長期前払費用 1,298 305
101

(0)
1,501 174 35 1,326

(注) １．建物の当期増加額のうち 3,959百万円は新規出店によるものであり、その内訳は下記のとおりであります。

大阪府 18店舗 1,232百万円  神奈川県 2店舗 125百万円

愛知県 16店舗 973百万円  埼玉県 2店舗 69百万円

東京都 11店舗 306百万円  三重県 1店舗 118百万円

滋賀県 6店舗 472百万円  静岡県 1店舗 86百万円

岐阜県 4店舗 394百万円  千葉県 1店舗 39百万円

兵庫県 4店舗 116百万円  京都府 1店舗 22百万円

２．当期増加額には、株式会社ジャパンとの合併による増加額が次のとおり含まれております。

有形固定資産

建物　　　　　　　　　5,867百万円

構築物　　　　　　　　　713

工具、器具及び備品　　　627

土地　　　　　　　　　　275

無形固定資産

借地権　　　　　　　　　377百万円

３．建設仮勘定の当期増加額は新規店舗開設等に関する工事代等によるものであります。

４．「当期減少額」欄の（　）は内数で、当期の減損損失計上額であります。

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 833 79 537 96 277

賞与引当金 17 26 17 － 26

(注) 　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、回収によるものであります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 －

預金の種類  

普通預金 17,287

別段預金 15

定期預金 20,500

小計 37,803

合計 37,803

 

ロ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱スギ薬局 683

㈱阪食 2

スギメディカル㈱ 0

スギスマイル㈱ 0

その他 2

合計 688

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)

 
(C)

×100
(A) ＋ (B)

 

 
 (A) ＋ (D) 

 ２  

 (B)  

 365  
 

714 8,728 8,754 688 92.7 29

(注) 　当期発生高には消費税等が含まれております。
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ハ．未収入金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱スギ薬局 49,412

㈱Ｐａｌｔａｃ 548

花王カスタマーマーケティング㈱ 485

㈱山星屋 405

㈱あらた 275

その他 5,702

合計 56,830

 

②　固定資産

差入保証金

区分 金額（百万円）

本社賃貸借契約 614

店舗賃貸借契約 14,632

その他 26

合計 15,273

 

③　流動負債

短期借入金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱スギ薬局 9,395

スギネット㈱ 1

スギスマイル㈱ 0

合計 9,397

 

未払金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱Ｐａｌｔａｃ 7,744

㈱スギ薬局 5,621

㈱大木 3,001

三菱食品㈱ 2,279

㈱山星屋 1,957

その他 19,105

合計 39,710

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

剰余金の配当の基準日
８月31日

２月末日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

 

 

（特別口座）

　東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

 

 

（特別口座）

　東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所

 

──────

 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他

やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.drug-sugi.co.jp/hd/

株主に対する特典

毎年２月末日現在の株主に対し、株主優待券ならびに株主優待カードを

以下の基準で贈呈。

①100株以上1,000株未満保有の株主　　3,000円相当の優待券ならびに

株主優待カード

②1,000株以上保有の株主　　　　　　 5,000円相当の優待券ならびに

株主優待カード

※株主優待カードの提示により店頭価格より５％割引いたします。

（ただし、一部除外商品があります。）

（注）　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規

定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当及び募集新株予約権の割当を受ける権利

以外の権利を有しておりません。

EDINET提出書類

スギホールディングス株式会社(E03344)

有価証券報告書

86/91



第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第31期）（自　平成24年３月１日　至　平成25年２月28日）平成25年５月24日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成25年５月24日関東財務局長に提出

(3) 四半期報告書及び確認書

（第32期第１四半期）（自　平成25年３月１日　至　平成25年５月31日）平成25年７月11日関東財務局長に提出

（第32期第２四半期）（自　平成25年６月１日　至　平成25年８月31日）平成25年10月11日関東財務局長に提出

（第32期第３四半期）（自　平成25年９月１日　至　平成25年11月30日）平成26年１月10日関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書

平成25年４月９日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号の規定に基づく臨時

報告書であります。

平成25年５月24日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく

臨時報告書であります。

平成26年５月30日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく

臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

   

 

  平成２６年５月３０日 

スギホールディングス株式会社    

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松井　夏樹　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴木　晴久　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているスギホールディングス株式会社の平成２５年３月１日から平成２６年２月２８日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行っ

た。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、スギ

ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成２６年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、スギホールディングス株式

会社の平成２６年２月２８日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、スギホールディングス株式会社が平成２６年２月２８日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に

準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

強調事項

　内部統制報告書の付記事項に記載されているとおり、会社は当事業年度末日後、基幹システムを変更している。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

   

 

  平成２６年５月３０日 

スギホールディングス株式会社    

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松井　夏樹　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴木　晴久　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているスギホールディングス株式会社の平成２５年３月１日から平成２６年２月２８日までの第３２期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につい

て監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、スギホー

ルディングス株式会社の平成２６年２月２８日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 
 
　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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